
令和５年度　第７回規制改革・行政改革ﾎｯﾄﾗｲﾝ(縦割り110番)検討要請項目の現状と対応策

制度の現状 該当法令等 対応の
分類 対応の概要

1 令和8年6月23日 令和8年7月16日
学校行事における外
部団体関与・海上活
動の全国基準整備

辺野古沖での高校生を含む校外学
習中の海上事故を契機として、文
部科学省、国土交通省、海上保安
庁及び都道府県私学担当部局にお
いて、学校行事で外部団体・外部講
師・海上活動又は政治的対立が想
定される現場見学を伴う場合の全
国統一基準を整備されたい。事前
危険評価、保護者への書面説明及
び同意、引率責任者・最終決裁者
の明確化、船舶運送の適法性確
認、外部団体との関係及び資金流
れの記録保存、事故時報告系統、
第三者検証及び再発防止公表を義
務化されたい。

本件では、学校行事でありながら、誰が実施を決裁し、誰が最終的な安全確認責任を負い、誰が保護者説明責任を負う
のかが外部から判然としませんでした。報道上、保護者向け説明会より先に知事への説明が行われ、教員の同乗体制、
波浪注意報の確認状況、講師選定や現地調整の主体に関する説明も後日に揺れており、事故対応の初動における説
明順位、責任系統及び情報管理の在り方に制度上の空白があることが示されました。学校教育の名目であっても、外部
団体や外部講師が継続的に関与し、海上活動や政治的対立が想定される現場見学が組み込まれる場合、生徒及び保
護者に対し、教育内容、危険性、実施主体、募金等を含む対外関係、緊急時対応及び中止基準が事前に明示されなけ
れば、結果として誘導的又は動員的な運用が疑われ、学校と保護者の信頼関係が損なわれます。さらに、事故後に説明
が変遷した場合でも、事前決裁文書、危険評価表、連絡記録、契約又は依頼文書、引率命令系統及び当日の判断記録
が保存されていなければ、責任回避と事実不明確化が生じます。これは沖縄固有の問題ではなく、全国の修学旅行、平
和学習、探究学習、体験学習等にも共通し得る制度課題です。私立学校は自主性が尊重される一方、公の性質と公共
性を有する教育機関であり、当該領域まで学校内部判断のみに委ねることは再発防止上不十分です。国は学校安全、
学校事故対応、海上運送規制及び私学監督を横断して、事前審査、文書保存、保護者同意、第三者検証及び国への報
告基準を統一し、必要に応じ関係機関相互の情報連携体制も確認すべきです。

個人 文部科学省
学校保健安全法において、全ての学校は、学校安全計画及び危険等発生時対処要領（危機管理マニュア
ル）を作成するとともに、学校設置者は、事故等により生じる危険を防止し、現に生じた場合において適切に
対処することができるよう必要な措置を講じること等が定められています。

学校保健安全法第26
条・第27条・第29条

その他

文部科学省では、学校における危機管理マニュアルの作成に資するよう手引き等を作成し、安全確保の取
組の徹底を図っています。
本手引きの中で、校外活動時の事故に係る事前の対策について、校外で活動を行う場合は、事前に現地の
状況や気象情報などを十分に把握することや、悪天候などで活動を変更又は中止する場合を想定し、事前
に代案を決めておくとともに、活動中は気象情報に配慮すること、安全確保の観点から、旅行代理店等関係
者との事前調整を行うことなどを示し、必要な対策を実施するよう周知しています。
また、令和８年４月に発出した通知においては、都道府県に対して、所轄の私立学校や学校法人において適
切な運営がなされるよう、必要な指導・助言を行っていただきたい旨、要請しているところです。
ご提案内容について、学校等に対し新たに義務を課すことを前提として検討に着手しているものではありま
せんが、いずれにしても、様々な機会を活用して再発防止に向けた安全確保の徹底を図るとともに、生徒の
安全確保に係る方策について更に検討を進めます。

2 令和8年6月23日 令和8年7月16日

薬価改定時における
後発品の対先発品
「最低価格差（0.01
円）」設定による一般
名処方マスタの維持

薬価改定において、先発品と後発
品が「同額」または「逆転」すること
を防ぐため、算定ルールに「後発品
は先発品に対し最低0.01円安価に
設定する」という論理制約の導入を
求める。
現在、同額・逆転が生じると、レセコ
ンの算定ロジック（後発品の使用に
よる経済的メリットの有無）により一
般名マスタが自動的に選択不可と
なり、医療現場に多大な手作業を
強いている。
0.01円（1銭）単位の差は、現行の
「五捨五超入」による1点単位の請
求ルール下では、患者負担や公費
に一切影響を与えない。財政中立
を保ちつつ、医療DXの基盤である
一般名処方の継続性を担保する形
式的な価格差設定を要望する。

本提案は、厚労省が推進する「医療DX」と「一般名処方の普及」が、自らの策定する「薬価算定ルール」の技術的欠陥に
よって阻害されている自己矛盾を解消するものである。
システム運用上の致命的支障の回避
医療現場のレセコンや電子カルテは、一般名処方加算の判定において「先発品より安価な後発品の存在」をトリガーとし
ている。価格が同額・逆転した場合、システムが「後発品選択のメリットなし」と誤判定し、一般名マスタをエラー表示や選
択除外とする仕様が一般的である。これにより、改定のたびに医師や事務員が「商品名入力」へ手動で切り替えるアナロ
グな作業が発生し、DXに逆行する事務負荷を招いている。
「面分業」インフラの保護
地域医療を支える「面分業」において、一般名処方は薬局間の在庫互換性を高める不可欠なインフラである。価格算定と
いう「机上の数字」の都合でマスタの連続性が断たれることは、処方インフラの破壊に等しい。
財政影響ゼロの合理性
薬価を0.01円単位で調整しても、最終的な調剤報酬（10円単位への丸め）には影響しない。つまり、国費を1円も増やさず
に、現場のシステム運用コストだけを劇的に削減できる極めて合理的な解決策である。
行政コストの削減
「安くしすぎて供給が止まったから引き上げる」といった場当たり的な再算定を行う際に、「先発品の価格を上限とする
（0.01円の差を維持する）」というアルゴリズムを一行加えるだけで、現場の混乱と行政への苦情は未然に防げる。
現場のITインフラを考慮しない「三流の算定ルール」を脱し、実務に即したデジタルフレンドリーな制度設計への転換を強
く求める。

個人 厚生労働省

一般名処方加算対象品目について、以下のホームページにおいて処方箋に記載する一般名等の標準的な
記載を「一般名処方マスタ」として公表しています。
（https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/shohosen_260401.html）
先発品の薬価が同一成分同一規格の全後発品の薬価以下となった品目については、こちらの「一般名処方
マスタ」に含まれていません。
一般名処方加算の算定対象外の品目についても、一般名処方は引き続き実施可能です。
医療上必要な医薬品については、不採算品再算定により、原材料費や製造経費、労務費などの直近の原価
に基づき、薬価の引き上げを行っていますが、この際、後発品の薬価の引き上げ額について、先発品の薬価
を上限とする規定はありません。

健康保険法第７６条第
２項

事実誤認

　厚生労働省では、一般名処方加算の対象外の品目も含めた、医薬品と一般名コードの対応表を公表して
おり、一般名処方加算の算定対象外の品目も含めて一般名処方を行えるよう、当該医薬品と一般名コード
の対応表を参照するよう周知を行っています。
　従って、厚生労働省としては  レセコンや電子カルテシステムの提供業者に対して、「先発品と後発品が「同
額」または「逆転」」した場合、「一般名マスタを自動的に選択不可となるようにする」よう指導していません。
　その上で、ご提案の後発品の薬価の引き上げ額を先発品の薬価を上限とする（0.01円の差を維持する）こ
とは、医療上必要な医薬品の薬価の下支え措置である不採算品再算定について、引き上げ上限額が先発
品の製品の薬価に影響され、安定供給確保に必要となる薬価の引き上げが行えなくなる恐れがあることか
ら、対応は困難です。

3 令和8年6月23日 令和8年7月16日

退去費用の不当請
求に対する罰則創
設と、レインズ
（REINS）の一般公
開・API開放による市
場透明化

1. 賃貸住宅の退去費用（原状回復
費用）に関する水増し請求を防止す
るため、国交省ガイドラインを法制
化し、悪質業者に対し宅建業法や
賃貸住宅管理業法に基づく重い行
政処分（免許・登録取消等）を下せ
るよう規制を強化すること。
2. 「情報の非対称性」を解消するた
め、現在不動産業者のみに限定さ
れている指定流通機構「レインズ」
の物件・成約データを一般消費者
に完全公開し、APIを開放すること。
これにより、民間不動産テック企業
や消費者がフラットにデータへアク
セスできる、世界標準の透明な不
動産市場を構築すること。

現在、賃貸物件の退去時において、ガイドラインを無視した高額な原状回復費用の不当請求が業界全体に蔓延していま
す。私自身も根拠のない高額請求に直面しました。
この問題の根本は、退去時の精算が「宅建業法（仲介）」の枠外の民事トラブルとされ、悪徳業者が行政処分の対象にな
りにくい「縦割り」の法の抜け穴が存在することです。
また、不動産データ（レインズ）が業者に独占されているため、消費者は適正価格を知る術がなく、業者の「言い値」を鵜
呑みにするしかありません。国交省は自治体との調整等を理由に公開を渋っていますが、この情報の非対称性こそが、
ぼったくりや囲い込み等の既得権益を生む温床です。
本提案が実現し、不当請求への厳罰化とレインズのAPI開放が行われれば、以下の経済的・社会的効果が生まれます。

1. 消費促進とコスト削減：不当に搾取されていた退去費用や初期費用（年間数百億円規模）が適正化され、浮いた資金
が国民の消費や投資に回ります。また、無駄な民事訴訟や消費者センターへの対応にかかる行政コストが大幅に削減さ
れます。

2. 民間投資と市場活性化：米国のZillowのような民間テック企業による価格予測や優良エージェントの可視化サービスが
創出され、中古住宅市場が活性化します。

3. グローバルマネーの流入：現在「透明度が低い」と海外から敬遠されている日本の不動産市場の国際的信用が向上
し、海外からの不動産投資が促進されます。

個人 国土交通省

＜提案の具体的内容１＞に関して
民間賃貸住宅の賃貸借契約については、契約自由の原則により、民法、借地借家法等の法令の強行法規
に抵触しない限り有効であって、その内容について行政が規制することは適当ではありません。 本ガイドライ
ンは、近時の裁判例や取引等の実務を考慮のうえ、トラブルの未然防止の観点から、原状回復の費用負担
のあり方等についてあくまで現時点において妥当と考えられる一般的な基準をガイドラインとしてとりまとめた
ものです。 したがって、本ガイドラインについては、法制化することによって、その使用を強制することは適切
ではなく、原状回復の内容、方法等については、最終的には契約内容、物件の使用の状況等によって、個別
に判断、決定されるべきものであると考えられます。
また、宅地建物取引業法、賃貸管理住宅業法の主たる規制対象は宅建業者及び賃貸住宅管理業者である
ところ、退去費用の請求主体である貸主に対する規制の強化はできかねます。

＜提案の具体的内容２＞に関して
指定流通機構（レインズ）が保有する不動産の取引価格情報については、個別の不動産取引が特定できな
いよう加工を行った上で、一般消費者向けに「不動産取引情報提供サイト（REINS Market Information）」にて
公開がなされており、国土交通省のWEBサイト（「不動産情報ライブラリ」）においても、同様の不動産に関す
る情報をオープンデータとして公開し、これらの情報をAPIで無償公開する等、円滑な不動産取引を促進する
ための取組を既に行っているところです。なお、レインズが保有する加工前のデータを一般に完全公開するこ
とは、個人情報保護の観点から困難です。

- 対応不可 制度の現状に記載の通り。

4 令和8年6月23日 令和8年7月16日

治安情勢の変化に
伴う軽犯罪法第1条
第2号（護身具携帯）
の運用指針改正お
よび正当理由の明
確化

軽犯罪法第1条第2号における「正
当な理由」の解釈を改正し、催涙ス
プレーや高輝度ライト等の「非殺
傷・防御専用具」を、自己防衛目的
で携帯することを原則適法とする運
用指針の発出を求める。
現状、現場警察官の恣意的な判断
により、善良な市民が防犯目的で
所持していても検挙・没収される事
例が常態化している。
「いつ、どこで無差別殺傷や強盗に
遭遇するか予測不能な現代」の治
安実態に合わせ、防御に特化した
用具については、夜間移動や公共
空間での所持を「正当な理由」とし
て明文化したガイドラインを策定し、
警察の過剰な介入を抑制すべきで
ある。

【1. 治安の構造的変化と警察の限界】
令和4年以降、刑法犯認知件数は約20年ぶりに増加に転じ、闇バイトによる強盗や公共空間での無差別殺傷が頻発して
いる。110番通報から警察官到着までの全国平均は約8～10分であり、新幹線や地下鉄等の密室ではさらに時間を要す
る。この「空白の時間」に無防備な市民が襲撃された際、非殺傷の護身具すら禁じる運用は、国民に「無抵抗な死」を強
いるものであり、憲法13条（生存権）の侵害に等しい。
【2. 精神疾患患者の増加と現場実態】
厚労省統計の通り精神疾患患者は増加傾向にある。提言者はかつて福祉施設に従事したが、突発的な他害行為に何
度も直面し、身の危険を感じうつ病を悪化させ離職した。警察が不在の数分間、一般市民は予測不能な暴力に対応せざ
るを得ないのが実態である。
【3. 経済的・社会的効果】
(1)社会的安全網の補完：警察権力が及ばない瞬間の「自助」を認めることで、凶悪犯罪の被害軽減・重症化防止が期待
できる。
(2)防犯産業の活性化：運用が明確化されることで、信頼性の高い護身具市場が健全に育成され、新たな消費と投資が
生まれる。
(3)行政コストの削減：曖昧な基準による不当な検挙や、それに伴う法的紛争・苦情処理にかかる警察・司法のリソースを
削減できる。
悪用リスクは事後の刑罰（暴行罪等）で対処すべきであり、一律の事前規制は「過剰規制の禁止」に反する。善良な市民
が安心して自衛手段を持てる社会への転換を強く求める。

個人
法務省
警察庁

軽犯罪法第１条第２号は、正当な理由がなくて刃物、鉄棒その他人の生命を害し、又は人の身体に重大な
害を加えるのに使用されるような器具を隠して携帯していた者を処罰することを規定しています。

軽犯罪法第１条第２号 対応不可

犯罪の成否は、捜査機関によって収集された証拠に基づいて個別に判断されるべき事柄であるところ、軽犯
罪法第１条第２号の罪に例示された刃物・鉄棒以外の物の「器具」該当性及び「正当な理由」の有無を判断
するに当たっては、個別の事案において、行為者が携帯していた器具の性能・性質、携帯の目的等の諸般
の事情を考慮する必要があるため、これをガイドラインのような方法で類型化し画一的な運用指針を示すこと
は困難かつ不適切であると考えています。

5 令和8年6月23日 令和8年7月16日
農地法第5条の申請
に対する添付書類

沖縄県にて、農地法第5条許可申
請時の添付書類が年々、多く、且
つ、厳しい内容になっている為、出
来るだけ少なくしてほしい。（沖縄県
宮古島市など）
土地は私有地であって、農地法の
規制は分かるが、農地として利用す
る予定が無い土地に対して要請す
る基準が高すぎる。
そもそも農政課と農業委員会の二
重行政であり、農業委員会の規制
自体が不要と思われる。

令和4年3月31日　3農振第3013号
農林水産省農村振興局長
の通達があり、極力添付書類を簡素化するようにとの内容になっているにも関わらず、沖縄県では逆に締め付けが強く
なっている。
これは趣旨に反する行為であり、速やかに改善をして欲しい。

特に、農地法施行規則第47条、第57条の２の２
「行政庁との協議を現に行っていること」の解釈が、他の法令の許可を全て持ってくるようにと曲解されている。
47条、57条２の１では、他の法令で「処分がされなかったこと又は見込みがないこと」となっている。
この二つの項目は、法に反する場合や、問題が生じている場合は許可を出さないという趣旨であり、他の許可書をすべ
て持ってこいというのは現実的ではない。
他の法令の許可を得るために、数百、数千万円の費用をかけて、結局、農地転用許可が下りなかったら、どのような責
任を行政は取るのか？何も取らないだろう。そんなリスクは民間では取れない。逆に農地法の許可を先に出した上で、他
の法令の許可を後から取って、建築などを進めるのが筋だと思われる。
早急に、明確な改正をして欲しい。

個人 農林水産省

農地法第５条では、権利移転を伴う農地転用を行おうとする場合に都道府県知事等の許可を要する旨を規
定しており、その許可の申請時に必要な書類については、農地法施行規則や事務処理要領（「農地法関係
事務処理要領の制定について」（平成21年12月11日21経営第4608号・21農振第1599号。以下同じ。）で具体
的に定めています。
また、農地法上、農地転用許可の不許可事由として、転用に係る事業の実施の確実性が認められないこと
を規定しています。その具体的な事由については、農地法施行規則第47条及び第57条で規定しており、同
規則第47条第２号の２及び第57条第２号の２に基づき、行政庁との協議を行っているものについては、協議
の結果立地等を変更する可能性があることから、現に当該協議を行っている間については農地転用の確実
性がないものとして取り扱うこととしています。
なお、農地法が、農地を農地として利用しない（農地転用を行う）場合に都道府県知事等の許可を要している
のは、優良農地を確保するため、農地の優良性や周辺の土地利用状況等により農地を区分し、転用を農業
上の利用に支障が少ない農地に誘導するとともに、具体的な転用目的を有しない投機目的、資産保有目的
での農地の取得を認めないようにするためです。

農地法施行規則第30
条第1項、第47条第２
号の２、第57条第2号
の２、第57条の４第２
項

現行制度下
で対応可能

農地転用許可の申請に必要となる書類については、御認識のとおり、農地法の事務処理要領により、「（農
地法施行規則を踏まえた必要書類以外の添付については）許可申請の審査をするに当たって、特に必要が
ある場合に限ることとし、印鑑証明等の添付を一律に求めることは適当でない」旨を明確化しております。
また、「提案理由」欄で御指摘のあった、農地法施行規則第47条第２号の１及び第57条第２号の２の規定の
趣旨は、転用に係る事業について現に行政庁と協議を行っている間については農地転用の確実性がないも
のとして取り扱うためのものであり、御認識のとおり、転用に係る事業の施行に必要な関係法令による許可
書等の全ての提出を求めるものではございません。実態として、農地転用許可権者（農地転用担当部局）か
ら関係行政庁に協議の状況を確認するという対応も可能としており、その場合は申請者から書類の提出は
不要です。
農地転用許可制度の趣旨については、制度の現状に記載のとおりであり、御理解いただければと存じます
が、御指摘も踏まえ、地域ごとに差のある運用の是正・防止を図るため、自治体向けの調査や研修等の機
会を活用し、農地法施行規則や事務処理要領等の考え方について、改めて周知・徹底を図ってまいります。

所管省庁への
検討要請日

回答取りまとめ日 提案事項番号

ワーキン
グ・グルー
プにおけ
る処理方

針

所管省庁の検討結果
提案の具体的内容 所管省庁提案理由

提案
主体
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6 令和8年6月23日 令和8年7月16日

自転車用ウィンカー
の保安基準策定お
よび、基準適合品使
用時の手信号義務
免除に関する規制
改革

自転車の方向指示器（ウィンカー）
について、以下の3点を求める。
1.道路運送車両法等において、自
転車用ウィンカーの具体的基準（光
度、色、取付位置、点滅周期等）を
策定すること。
2.上記基準を満たした製品に対し、
公的な型式認定制度を導入するこ
と。
3.認定を受けたウィンカーを使用し
ている場合、道路交通法第53条の
合図として完全に認め、不安定な
「手信号」を併用しなくとも違反とさ
れないよう明文化すること。
これにより、曖昧な基準による現場
の警察官の主観的な判断を排除
し、安全かつ適正な交通ルールの
運用を可能にする。

【現状の課題と危険性】
現在、自転車の合図は手信号が主だが、交通量の多い交差点や段差のある路面での片手運転は転倒リスクが極めて
高く、交通安全に逆行している。また、自転車用ウィンカーには明確な性能基準がないため、視認性の低い粗悪品が流
通し、ドライバーからの認識を妨げている。
【警察運用の不透明性】
定義が曖昧なため、現場の警察官の主観で「合図として不十分」と判断される余地があり、2026年からの自転車への青
切符導入に伴い、不透明な反則金徴収が行われる懸念がある。いわゆる「現場任せ」の状態は、法治国家として不適切
である。
【期待される効果】
1.社会的安全の向上：両手をハンドルに添えたまま確実な意思表示が可能になり、事故が減少する。
2.経済的効果：明確な基準（型式認定）ができることで、国内メーカーが安心して高性能な安全デバイスを開発・販売でき
るようになり、新たな自転車用品市場が活性化する。
3.行政の透明化：数値化された基準により、取り締まりの公平性が担保され、警察に対する国民の信頼性が向上する。
特定小型原付には既に基準が存在する。同じ車道を走る車両として、自転車にも同様の工業的基準を設けるべきであ
る。

個人 警察庁

　自転車乗車中にあっては、道路交通法（昭和35年法律第105号）第53条第１項において、車両(自転車以外
の軽車両を除く。）の運転者は、左折し、右折し、転回し、徐行し、停止し、後退し、又は同一方向に進行しな
がら進路を変えるときは、手、方向指示器又は灯火により合図をし、かつ、これらの行為が終わるまで当該
合図を継続しなければならないことが規定されています。

道路交通法（昭和35年
法律第105号）第53条
第１項
同法第63条の９
道路交通法施行規則
（昭和35年総理府令第
60号）第９条の３
同規則第９条の４

現行制度下
で対応可能
（一部対応
不可）

　道路交通法令では、装備が義務付けられている制動装置及び反射器材について、その具体的基準を規定
しているところであり、その装備が一律に義務付けられていない自転車用ウィンカーについて具体的基準を
道路交通法令で規定することは困難です。
　また、道路交通法第53条第１項において、車両（自転車以外の軽車両を除く。）の運転手が、「左折し、右折
し、転回し、徐行し、停止し、後退し、又は同一方向に進行しながら進路を変えるときは、手、方向指示器又
は灯火により合図をし」と規定されていることから、現行でも自転車用ウィンカーによる合図を行う自転車に
あっては手による合図を併用する必要はありません。

7 令和8年6月23日 令和8年7月16日

文化庁・海賊版対策
事業における、最新
判例を無視した運用
及び海外事案への
対応不備に関する
改善提案

文化庁が委託するSARTRAS共通
目的事業「インターネット上の著作
権侵害等に対する個人クリエイター
等による権利行使の支援」におい
て、侵害サイトのサーバーが海外に
あることを理由に実質的な調査や
支援を拒絶する「門前払い」が常態
化している。
しかし海賊版行為は海外事業者経
由の事案が多く、2025年11月のク
ラウドフレア判決により海外インフラ
であっても国内法で責任を問える法
的道筋や広告事業者の責任を問う
判例も複数存在している。
上記のような状況にもかかわらず、
事務局は「海外だから困難」という
旧来の解釈を優先し、国費を投じな
がら個別クリエイターへの権利行使
支援を事実上放棄して機能不全と
なっている。

【具体的な提案内容】
　支援基準の刷新: 「サーバーの所在地」ではなく、「国内での被害実態」および「最新の国内判例（CDN事業者インフラ・
広告ルートの追及）」に基づいた実務的支援基準に改める。
　専門性の担保: 委託先（JNCA）の審査体制に、最新のIT技術および国際的なデジタル法制（EUのDSA等）に精通した
実務家を加え、実効性のある法的スキームを立案・支援する体制を構築するか委託先を変更する。
透明性の確保: 「海外案件」であることを理由に却下した事案件数と、その具体的な法的根拠を公開し、行政評価の対象
とする。

【経済的効果】
1. 潜在的な逸失利益の回収と正規流通の促進

本提案により、海外サーバーを隠れ蓑にする悪質海賊版サイトの運営を経済的に不可能にし、直接的に国内プラット
フォーム（DLsite、コミックシーモア等）へのユーザー回帰を促し、コンテンツの正規購入額を増大させ、ひいては国税の
増収に直結。

2. 「訴訟格差」の是正

海賊版対策事業の支援基準是正により、資力のある大手出版社しか行えていない海外法的措置を個人でも行えるよう
にする事で「泣き寝入りによる廃業」という人的資本の損失を防ぐ。

【社会的効果】
1. 「法の支配」のデジタル空間への拡張

「海外サーバーだから手が出せない」という行政の敗北主義的運用を正し、日本の最新判例が実効性を持つことを示
す。
これにより、文化庁がJNCAへ委託する海賊版対策事業において、海外事案において実質的な調査や支援を拒絶する
「門前払い」が常態化している異常事態が解消し、クリエイターの国や行政への信頼回復を促す。

個人 文部科学省

本件は文化庁委託事業ではなく、一般社団法人授業目的公衆送信補償金等管理協会（SARTRAS）の「共通
目的事業」として、SARTRASの委託を受けて一般社団法人日本ネットクリエイター協会（JNCA）において実
施するインターネット上の著作権侵害等に対する個人クリエイター等の権利行使（削除申請、侵害者特定、
損害賠償請求等）に関する弁護士費用等の支援（「インターネット上の著作権侵害等への権利行使支援事
業」）に対する提案です。その上で、事業概要は下記の通りです。

（支援対象経費）

主に以下の1～3にかかる費用が対象。

1．削除請求
2．発信者情報開示請求
3．損害賠償請求

（支援上限額）

1件あたり上限150万円（損害賠償請求に係る経費を含む場合は、上限400万円）より、申請時にお預かりす
る自己負担額（11,000円（税込））を除いた額

なし 事実誤認

左記「制度の現状」に記載のとおり、当該事業は文化庁の委託事業ではなく、一般社団法人授業目的公衆
送信補償金等管理協会（SARTRAS）の委託事業です。

なお、当該事業においては幅広く著作権及び著作隣接権の保護に資する観点から、１件の申請に対して支
援することのできる上限額を設けるとともに、支援対象を権利行使の蓋然性が高いものとしている、と承知し
ています。

8 令和8年6月23日 令和8年7月16日

CPD制度における特
定団体への独占的
支払いの廃止および
登録・更新プロセス
の完全無料化

建築・設備施工管理CPD制度
（FCIP）において、技術者が単位を
登録・維持するために特定の外郭
団体へ支払う「システム利用料」や
「事務手数料」を撤廃すべきであ
る。
現状、経営事項審査（経審）の加点
対象となっているため、企業や技術
者は事実上、特定団体への支払い
を強制されている。これを改め、マ
イナポータル等の公的インフラを活
用した「無料の学習管理システム」
へ移行、もしくは民間企業が提供す
る無料講習をシステム利用料なしで
自動反映させる仕組みを構築する
ことを提案する。営利目的や天下り
先の維持と疑われる「手数料ビジネ
ス」を公共工事の評価基準から切り
離すべきである。

1. 不当な経済的負担と強制性
国家資格である施工管理技士を取得した技術者が、その能力を証明し続けるために特定団体に継続的な金銭（登録料・
更新料）を支払う構造は、実質的な「二重課税」に近い。経審の加点項目という「人質」があるため、自由競争が働かず、
特定の天下り外郭団体が手数料を独占する既得権益となっている。

2. 形骸化した学習内容とコストの乖離
現状のCPD講習は、高額な受講料に対して内容が伴わないものも多く、技術向上よりも「単位の購入」が目的化してい
る。デジタル化が進む現代において、動画視聴やログ管理に数千円～数万円の手数料を徴収し続ける合理的根拠はな
い。

3. 想定される効果

    コスト削減： 日本全国の施工管理技術者および建設会社が支払っている年間数億円規模の「手数料」が削減され、
その資金を実質的な賃金引き上げや現場のDX投資に充てることができる。

    若手入職者の増加： 「資格を取っても維持費がかかる」という業界のネガティブなイメージを払拭し、若手技術者の負
担を軽減できる。

    真の技術向上： 手数料目当ての認定プログラムではなく、民間メーカー等が提供する真に有益な無料技術セミナー
が普及し、建設業界全体の技術底上げにつながる。

公的な評価制度を利用した「特定団体のための集金システム」を解体し、技術者が本来の業務と学習に集中できる環境
を整備すべきである。

個人 国土交通省
経営事項審査の「その他審査項目（社会性等）（W）」における評価項目「知識及び技術又は技能の向上に関
する取組の状況」において、建設業者に所属する技術者が取得したCPD単位を加点評価しています。

建設業法第27条の23
（経営事項審査）
建設業法施行規則第
18条の３（経営事項審
査の客観的事項）
建設業法第27条の23
第3項の経営事項審査
の項目及び基準を定
める件（平成20年1月
31日国土交通省告示
第85号）

対応不可

建設業法において、建設工事に従事する者は、建設工事を適正に実施するために必要な知識及び技術又
は技能の向上に努めなければならないこととされています。このため、継続的な教育意欲を促進させていく観
点から、経営事項審査において、建設業者による技術者及び技能者の技術又は技能の向上の取り組みの
状況を評価することとしています。
建築・設備施工管理CPD制度は、「建設業法第27条の23第3項の経営事項審査の項目及び基準を定める件
（平成20年1月31日国土交通省告示第85号）」第１の四の１の（八）のイにて定める「CPD認定団体」の一つで
ある「一般財団法人建設業振興基金」が運営するCPD制度です。
本CPD制度含め、業界団体や学会等である「CPD認定団体」により運営されているCPD制度にて取得した
CPD単位は、上記観点から評価対象としているため、経営事項審査における評価基準から切り離すことはで
きません。
なお、CPD単位の取得にかかる「システム利用料」や「事務手数料」については、当該CPD制度を運用してい
る団体へお問い合わせください。

10 令和8年6月23日 令和8年7月16日

社会福祉法人にお
ける調達の透明性
確保と経営効率監
査の義務化

全国社会福祉協議会が窓口となる
ボランティア保険は、損害保険会社
との契約選定プロセスが非公開で
あり、競争入札・相見積もりの実施
有無も外部から確認できない。現行
の監査制度は会計の合規性（不正
の有無・帳簿の正確さ）を確認する
にとどまり、「なぜその業者と契約し
たか」「より安価な代替案を検討し
たか」といった調達の妥当性・経営
効率は監査対象外となっている。社
会福祉法人は税制優遇を受ける公
益的法人であり、その調達行為に
ついても一定の競争原理と透明性
が求められるべきである。

社会福祉法人は補助金・税制優遇を受ける一方、民間企業のような競争圧力がなく、調達コストの最適化を促すインセ
ンティブが構造的に欠如している。現行の監査は「ルール違反がないか」しか見ず、「最善の経営判断がなされたか」は
問われない。これにより、長年同一業者との随意契約が継続し、コスト削減機会が放置されるリスクがある。改善策とし
て、一定規模以上の社会福祉法人に対し、主要な調達契約について複数者見積もりの取得・記録・公開を義務付け、経
営効率の視点を含む監査基準の見直しを求める。これは法人の自律性を尊重しつつ、公益法人としての説明責任を果
たすための最低限の措置である。同時に現状個別の社会福祉法人が契約していると思われるが全国組織に対して交渉
のスケールメリットを活かすようにこういった随意契約に積極的に関わり組織の経営概念を刷新するよう促さねばならな
い。

個人 厚生労働省

　社会福祉法人の事業運営において、適正な契約を担保する観点から「社会福祉法人における入札契約等
の取扱いについて」（平成29年3月29日付厚生労働省関係課長連名通知）により、随意契約及び競争契約の
基準を示しており、その中で価格による随意契約を実施する場合には、複数の業者から見積もりを徴し比較
することなどを規定しています。また、所轄庁による指導監査では、契約書や見積書等により、本通知に基づ
く適正な手続きが行われているかを確認することとしており、違反が認められる場合には、指導することとして
います。
　なお、ご提案のボランティア保険については、全国社会福祉協議会が購入している保険商品ではなく、個
人が加入する際に団体契約となる枠組みを提供しているものであり、入札や調達契約は行われていないと承
知しています。

「社会福祉法人におけ
る入札契約等の取扱
いについて」（平成29年
3月29日付厚生労働省
関係課長連名通知）

対応不可

　制度の現状欄に記載のとおり、社会福祉法人が行う入札契約等については、一定程度、規制されています
が、一方で社会福祉法第24条第１項により社会福祉法人は自主的に経営基盤の強化を図ることとされ、また
同法第61条第１項第２号により、国及び地方公共団体は社会福祉事業を経営する者の自主性を重んじ、不
当な関与を行わないとしていることから、ご提案への対応は困難です。
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制度の現状 該当法令等 対応の
分類 対応の概要

所管省庁への
検討要請日

回答取りまとめ日 提案事項番号

ワーキン
グ・グルー
プにおけ
る処理方

針

所管省庁の検討結果
提案の具体的内容 所管省庁提案理由

提案
主体

11 令和8年6月23日 令和8年7月16日
保険業法第111条改
正の要望

保険業法第111条に定める「業務及
び財産の状況に関する説明書類
（ディスクロージャー誌）の営業所へ
の備え置き義務」を改正し、「自社
Webサイトへの公開」のみをもって
同義務を完了したものとみなすよう
規制緩和を求めます。
現在、同条第4項等により営業所に
PC等の端末を設置しての電磁的閲
覧も認められていますが、誰もがス
マートフォンを持つ現代において、
全営業所における物理的な紙の冊
子の設置や、閲覧用専用端末の常
設、QRコード等の特別な掲示義務
は不要と考えます。インターネット上
のWeb公開のみで完結するよう、完
全なデジタル化を前提としたルール
の見直しを提案します。（288文字）

現在の法律では、保険会社は全営業所にディスクロージャー誌を備え置くか、閲覧用端末を設置する義務があります。し
かし、顧客が自身のスマートフォン等でいつでも公式Webサイトにアクセスできる現代において、各営業所で物理的な冊
子や専用端末を常時維持・管理する規制は、著しく時代遅れであり形骸化しています。

本提案が実現し「Web公開のみ」で義務を満たせるとした場合、以下の経済的・社会的効果が見込まれます。

コストの大幅削減：全国の営業所への分厚い冊子の印刷・配送費、および閲覧用端末の導入・保守・管理・スペース維持
コストが不要になります。これにより業界全体で削減される多大なコストは、デジタル投資や契約者へのサービス向上に
振り向けることができます。

環境負荷の低減：大量の紙資源の消費と廃棄を防ぎ、ペーパーレス化（SDGs）を強力に推進できます。

なお、「自らWebサイトを閲覧できない高齢者等の保護」という懸念については、法律で一律に設備を義務付ける必要は
ありません。「来店客から要望があった際、営業職員が業務端末の画面で提示する」「希望箇所のみ印刷して手渡す」と
いった、各現場の柔軟な対応で十分に保護が可能です。
政府が推進する「アナログ規制の見直し」の趣旨に則り、無駄なコストを生む形式的な義務を撤廃し、合理的な情報開示
ルールへのアップデートをお願いいたします。

個人 金融庁

保険会社は、事業年度ごとに、業務及び財産の状況に関する事項として内閣府令で定めるものを記載した
説明書類を作成し、法令で定める場所に備え置き、公衆の縦覧に供しなければならないとされています（保
険業法第111条第１項、同条第２項、保険業法施行規則第59条の２第２項、第59条の３第２項）。
また、説明書類が電磁的記録をもって作成されているときは、法令で定める場所において、当該電磁的記録
に記録された情報を電磁的方法により不特定多数の者が提供を受けることができる状態に置く措置をとるこ
ととされ、それにより、当該説明書類を所定の場所に備え置き、公衆の縦覧に供したものとみなされます（保
険業法第111条第３項、同条第４項、保険業法施行規則第59条の２第２項、第59条の３第２項、第59条の
５）。
当該措置とは、具体的には、電磁的記録に記載された事項又は当該事項を掲載したウェブサイトのアドレス
を紙面又は映像面に表示する方法とされています（保険業法施行規則第14条の９の２第１項第１号）。
加えて、説明書類の備え置きについては、作成された電磁的記録を民間事業者等の使用に係る電子計算機
に備えられたファイル又は電磁的記録媒体をもって調製するファイルにより保存する方法によってすることが
でき、縦覧についても、インターネットを利用して表示する方法によってすることができることとされています
（民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律第３条、第５条第１項、同
条第２項、内閣府の所管する金融関連法令に係る民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の
技術の利用に関する法律施行規則第３条第１項、第４条第１項第１号、第８条、第９条、別表第１、別表第
４）。

保険業法第111条第１
項、同条第２項、同条
第３項、同条第４項
保険業法施行規則第
14条の９の２第１項第
１号、第59条の２第２
項、第59条の３第２項、
第59条の５
民間事業者等が行う書
面の保存等における情
報通信の技術の利用
に関する法律第３条、
第５条第１項、同条第
２項
内閣府の所管する金
融関連法令に係る民
間事業者等が行う書面
の保存等における情報
通信の技術の利用に
関する法律施行規則
第３条第１項、第４条
第１項第１号、第８条、
第９条、別表第１、別表
第４

現行制度下
で対応可能

制度の現状欄に記載のとおり、説明書類の備え置きについては、作成された電磁的記録を民間事業者等の
使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体をもって調製するファイルにより保存する
方法によってすることができ、縦覧についてもインターネットを利用して表示する方法によってすることができ
るとされており、既に対応済みです。

12 令和8年6月23日 令和8年7月16日

長期勤続目的の若
年者等年齢例外を
人手不足時代に即し
再検証

募集・採用における年齢制限禁止
の例外のうち、長期勤続によるキャ
リア形成を理由として若年者等を期
間の定めのない労働契約の対象と
して募集・採用できる取扱いについ
て、少子高齢化、人手不足、転職
一般化、中高年再就職支援の必要
性を踏まえ、適用範囲の厳格化又
は段階的縮小を検討していただき
たい。少なくとも求人票上の例外使
用理由、育成計画、処遇、教育期
間の明示を義務付けていただきた
い。

労働施策総合推進法は年齢にかかわりない均等な機会の確保を求める一方、省令では、長期勤続によるキャリア形成
の観点から若年者等を対象とする例外が認められている。しかし、我が国では少子高齢化と人手不足が進み、就職氷河
期世代では二〇二四年時点でも不本意非正規雇用三十五万人、無業者四十四万人が残り、若年層でも二〇二四年の
非正規雇用割合は男性十五歳から二十四歳五一・〇％、二十五歳から三十四歳一四・八％、女性十五歳から二十四歳
五六・九％、二十五歳から三十四歳三〇・六％である。さらに新規学卒就職者の三年以内離職率は高卒三七・九％、大
卒三三・八％であり、長期勤続を当然視した旧来型雇用慣行のみを前提とする合理性は低下している。例外事由を漫然
と維持すれば、年齢で不利となる層の応募機会が狭まり、企業は採用後育成責任よりも入口選別へ傾きやすい。適用厳
格化と理由明示を行えば、求人の透明性が高まり、年齢偏重の緩和、再就職機会拡大、採用の空振り減少、再募集コス
ト抑制に加え、就業機会の拡大による所得増、消費下支え、社会保険料及び税収基盤の安定にも資すると考える。

個人 厚生労働省

労働者の募集および採用の際には、原則として、年齢を不問としなければなりませんが、 例外となる事由に
ついては、労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に 関する法律（労
働施策総合推進法）施行規則第１条の３第１項 において定められており、ご指摘の「募集・採用における年
齢制限禁止の例外のうち、長期勤続によるキャリア形成を理由として若年者等を期間の定めのない労働契
約の対象として募集・採用できる取扱い」は、 例外事由 ３号 イ 「長期勤続によるキャリア形成を図る観点か
ら、若年者等を期間の定めのない労働契約の対象として募集・採用する場合」にあたります。
本例外事由の趣旨としては新卒者などを一括採用し長期間雇用継続するなかで、自社内でのキャリア形成
を図り、定年やその後の継続雇用を経て退職するという日本の雇用慣行との調和を図るため設けられた例
外事由です。 また、新卒一括採用という雇用慣行のなかで、雇用情勢の悪化に伴い、特に就職の厳しい時
期に正社員になれなかった年長フリーターやニートの増加といった、近年の若者をめぐる雇用問題に配慮し
て設けられた例外事由です。

労働施策の総合的な
推進並びに労働者の
雇用の安定及び職業
生活の充実等に 関す
る法律（労働施策総合
推進法）施行規則第１
条の３第１項

対応不可

現在においても、新卒一括採用の雇用慣行は我が国企業において広く継続しており、企業が業務経験のな
い新規学卒者等を長期的視点で採用・社内育成する仕組みは、企業・労働者双方にとっての安定的な能力
形成という観点から社会的意義を有しています。このため、長期勤続によるキャリア形成を理由として若年者
等に限定した採用を認める現行の取扱いについては、現在もなお一定の合理性が認められるところであり、
その適用範囲を厳格化又は縮小することは適当でないと考えています。なお、求人票において、左記の例外
事由を適用した理由等を明示させることについては、企業の採用活動の柔軟性を損なうおそれもあるため、
検討はしておりません。加えて、中高年層や就職氷河期世代への支援については、ハローワークにおけるミ
ドルシニア限定求人の開拓、職業相談・職業訓練、公正な待遇確保の取組等、複合的な政策手段により対
応が進められています。また、現行制度でも労働施策総合推進法施行規則第1条の3第1項第3号のニにお
いて、就職氷河期世代を含む特定年齢層の雇用促進を目的とした例外的な年齢制限を行った形での募集・
採用が認められています。幅広い年代への多様な雇用機会の創出は既に制度的に担保されているところで
す。

13 令和8年6月23日 令和8年7月16日

警音器の不当使用
や警音器使用制限
違反に対する厳格な
運用改善および警
察裁量の制限

道路交通法における警音器使用制
限違反、並びにそれに起因する妨
害運転罪（あおり運転）の疑いがあ
る事案に対する、警察機関の捜査
および被害届受理のあり方につい
て、法理的かつ客観的な視点から
運用の是正を求めます。

とりわけ、後続車による不当な警音
器の吹鳴事案において、加害側運
転者の「危険回避のためであった」
という主観的弁明を安易に採用し、
被害者の訴えを実質的に門前払い
とするような現場の対応は、法の趣
旨および安全運転の実態に照らし
て極めて不合理であり、直ちに改善
されるべきであると考えます。

◯警音器使用制限違反の曖昧な
『危険回避』の要件を厳格にする

◯警音器使用制限違反への安易な
警察裁量を制限する

特に
道路交通法上、後続車には前方車両に対する「安全運転義務」に加え、「車間距離保持義務」という二重の義務が課せ
られています。

安全運転義務において、最も優先される回避手段は「安全な停止」または「減速」です。本来ならば交通安全の基本原則
では、減速・停止が最優先であり、警音器は補助的な手段に過ぎません。
そこで後続車が真っ先に警音器を鳴らす、という選択肢を取る時点で妨害目的であるのは明白です。

特に警音器を「1秒以上」継続して吹鳴させる行為には、身体的動作として一定の「時間的余裕」が存在します。
本来、目前に切迫した危険が存在し、それを回避しなければならない状況下においては、運転者は直ちにブレーキを踏
む、あるいはハンドルを操作するといった「物理的な回避行動」に全神経と動作を集中させるのが客観的な安全運転の原
則です。

大音量の警音器が発する音圧は、単なる不快感ではなく、聴覚器官への物理的ダメージや、自律神経の急激な緊張状
態（パニックや驚愕反応）を引き起こす「有形力の行使」に他なりません。
突発的かつ継続的な騒音は、他の交通参加者の注意力・認知能力を著しく奪い、二次的な交通事故を誘発する直接的
要因となります。物理的接触がないことをもって「危険性が低い」と判断する現場の裁量は、音響学および医学的知見に
反する事実誤認です。

鳴らされた当事者のみならず周辺に悪影響を与える警音器の不当な使用は
二重の危険性を有する行為であるにも関わらず、対応が不十分であるがゆえに、その評価や制裁のあり方についての
抜本的な見直しが求められます。

不当な警音器を過小評価しない全国統一運用が必須です。

会社・団体 警察庁

   道路交通法（昭和35年法律第105号）第54条第２項において、「車両等の運転者は、法令の規定により警
音器を鳴らさなければならないとされている場合を除き、警音器を鳴らしてはならない。ただし、危険を防止す
るためやむを得ないときは、この限りではない。」ことが定められており、これに違反した場合は、３年以下の
拘禁刑又は50万円以下の罰金の対象となります。
　また、ほかの車両等の通行を妨害する目的で、警音器を使用することは、同法第117条の２の２第１項第８
号チに規定する妨害運転に該当し、３年以下の拘禁刑の対象となります。

道路交通法（昭和35年
法律第105号）第54条
第２項
同法第117条の２の２
第１項第８号チ

現行制度下
で対応可能

　警音器の使用に係る取締りについては個別具体の状況によるところですが、引き続き、法と証拠に基づき
厳正な指導取締りを推進するよう、都道府県警察を指導してまいります。

14 令和8年6月23日 令和8年7月16日

24時間実営業拠点
（審査制）への基本
料1適用と一般店の
SMS移行、深夜の安
全確保に向けた規
制緩和。

地域の24時間対応を刷新し、責任
の所在を明確化する。
1.**拠点薬局：二次医療圏等で公
募・審査し1店認定。24時間実営業
を行い、常に灯りがつく場所として
機能させる。集中率不問で「調剤基
本料1」を特例適用。実績は一般店
へ共有する。
2.連絡網：一般店は「営業外緊急時
電話番号」の直接公開を廃止し、
SMS窓口と拠点番号を周知。薬剤
師がSMSで「非同期対応」を行う
が、気付き遅れ等に備え、拠点店
が即時対応のバックアップを担う。
3.かかりつけ：**同意患者には個別
の電話番号を周知し、薬剤師本人
が直接応対する義務を継続する。
これにより防犯と安全を多層的に守
る

現行の「営業外緊急時電話番号」の公開義務は、薬剤師個人の注意力を過信した設計であり、迷惑電話やストーカー、
カスハラの標的となる重大な脆弱性を招いている。深夜の個人番号露出は、従事者の精神的・身体的安全を著しく脅か
す要因である。
本提案は、基本料1を審査経た拠点へのインセンティブとして拡大適用し、体制を正常化する。
第一に、行政の統制と利便性の確保だ。拠点店を「区割りごとに1店・審査制」とし、24時間実営業（常に灯りがつく場所）
を義務付ける。報酬乱立を防ぎ、深夜に物理アクセス可能な「地域の灯台」を確実に1箇所確保できる。審査制により高
い防犯・管理体制の店舗を公認可能だ。
第二に、カスハラ対策と安全性の両立だ。一般業務外の番号周知は廃止し、薬剤師による「非同期対応（SMS）」と「拠
点」によるバックアップへ移行する。悪意ある接触から薬剤師を保護しつつ、緊急時のセーフティネットを重層化する。
第三に、情報の継続性と個別責任の維持だ。拠点の実績を一般店へ共有し、一貫した管理を実現する。一方、かかりつ
け薬剤師は同意患者との信頼関係に基づき、直接の電話アクセスを保証し責任を負う。
「個人の忍耐」に依存する旧来の仕組みを卒業し、現代情勢に即したセキュリティと役割分担を組み合わせた、強靭な医
療ネットワークへの転換を強く求める。

個人 厚生労働省

　調剤基本料については、医薬品の備蓄（廃棄、摩耗を含む）、建物、調剤用機器等の体制整備に関する経
費を評価したものであり、その区分は薬局経営の効率性を踏まえて、処方箋受付回数や処方箋集中率等に
より設定しております。また、休日・夜間を含む保険薬局における調剤・相談応需体制については、「夜間・休
日等加算」や「地域支援・医薬品供給対応体制加算」により評価を行っています。
　各店舗の相談番号について公表しているところですが、当該店舗に勤務する薬剤師個人の電話番号を含
めそれ以外の相談番号の公開義務はございません。薬局の24時間営業を義務づける薬機法及びその下位
法令の規定もございません。
　かかりつけ薬局の時間外相談そのものについては、地域住民が安心して医薬品を使用できるよう、継続的
な薬学的支援を提供する観点から薬局の重要な機能であると認識しており、地域連携薬局や専門医療機関
連携薬局の認定制度においては、開店時間外であっても利用者（地域住民）からの薬剤及び医薬品に関す
る相談に対応する体制を認定条件としております。

《健康保険法関係》
診療報酬の算定方法
（平成20年厚生労働省
告示第59号）
《医薬品、医用機器等
の品質、有効性及び安
全性の確保等に関す
る法律関係》医療品、
医療機器等の品質、有
効性及び安全性の確
保等に関する法律第６
条の２
医療品、医療機器等の
品質、有効性及び安全
性の確保等に関する
法律施行規則第10条
の２など
医療品、医療機器等の
品質、有効性及び安全
性の確保等に関する
法律第８条の２

《健康保険
法関係》
対応不可
《医薬品、医
療機器等の
品質、有効
性及び安全
性の確保等
に関する法
律関係》
事実誤認

《健康保険法関係》
既に24時間相談受付体制を整備している薬局については、「地域支援・医薬品供給対応体制加算」で評価し
ており、ご提案のような、24時間実営業であることの評価を更に行う必要性があるとは認識しておりません。
《医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律関係》
薬機法及びその下位法令としては当該指摘（薬剤師の個人電話番号の公表義務）に対する規定の事実及び
当該要望を妨げる規制の事実がありません。
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制度の現状 該当法令等 対応の
分類 対応の概要

所管省庁への
検討要請日

回答取りまとめ日 提案事項番号

ワーキン
グ・グルー
プにおけ
る処理方

針

所管省庁の検討結果
提案の具体的内容 所管省庁提案理由

提案
主体

15 令和8年6月23日 令和8年7月16日

学生・若年層の初診
日による不利益の解
消：基礎年金3級の
新設と初診日に左右
されない公平な制度
の構築

障害年金制度における「初診日時
点の厚生年金加入状況による給付
格差の是正」を提案します。
現行制度では、20歳以上の学生期
間中に初診日がある場合、その後
に厚生年金加入者として長く社会
貢献をした実績があっても、障害基
礎年金（1級・2級のみ）の枠組みに
一生固定されてしまいます。この初
診日に依存する判定を改め、過去
や将来の厚生年金加入期間を事後
的に評価し、3級相当の報酬比例部
分を上乗せ・合算できる仕組みの
構築を求めます。また、国民年金
（基礎年金）に3級を新設すること
で、若年期に不調を抱えた者が、就
労状況の変化に左右されず、一貫
して適切なセーフティネットを受けら
れる公平な制度への転換を要望し
ます。

現行制度が抱える「初診日という、個人の意志で制御不能な一時点のステータスで全てが決まる」という硬直性は、不条
理な格差を生んでいます。
第一に、社会保障としての整合性の欠如です。20歳を過ぎた学生が国民年金に加入しているのは制度上のルールに
従った結果に過ぎません。その時期に不運にも体調を崩したという事実だけで、その後の会社員生活での保険料納付実
績が障害年金に一切反映されないのは、制度として整合性を欠いています。公的年金は、人生の歩みを支える連続的な
仕組みであるべきです。初診日という「点」で保障を断絶させる運用は、長期にわたる拠出という「線」の貢献を無視して
おり、合理的な評価とは言えません。
第二に、基礎年金における「3級の不在」が当事者に強いる過度な負担です。学生時代に初診日がある場合、病状が3級
相当であっても給付は一切受けられません。この「受給かゼロか」という極端な二択が、生活のために無理をして「2級」を
狙わざるを得ない状況を生んでいます。結果として、高額な報酬での社労士への依頼や審査待ちの不安など、療養を妨
げる多大なコストが発生しています。3級という「緩やかな受け皿」があれば、こうした社会的損失は防げます。
第三に、制度の不備による犠牲者への救済責任です。初診日が数日ずれただけで生涯受給額に数千万円の差が出る
現状は制度の欠陥です。不条理な仕組みで不利益を被ってきた人々に対し、事後的な合算や遡及的な救済措置を講じ
ることは国の責務です。
誰もが納得感を持って社会を支えられるよう、初診日に左右されない公平な障害年金制度へのアップデートを強く要望し
ます。

個人 厚生労働省

１．社会保険制度である障害年金は、あらかじめ保険料を納付した上で、保険加入中に発生した保険事故に
対して給付を行うことが原則です。

２．障害基礎年金は、国民年金の被保険者期間（20歳以上60歳未満）、又は60歳以上65歳未満で日本国内
に住んでいる期間に初診日（※１）があって、障害認定日（※２）において障害等級１級又は２級の障害状態
にある等の要件を満たした場合に支給されます。
　障害基礎年金の支給要件を満たしている者が厚生年金の被保険者期間中に初診日があり、障害認定日
において、障害等級１級又は２級に該当するときは障害基礎年金に加えて障害厚生年金が支給され、３級に
該当するときは障害厚生年金のみが支給されます。
（※１）初めて病院で医師等の診断を受けた日
（※２）初診日から1年6か月を経過した日（それまでに症状が固定等した場合は固定等した日）

３．なお、障害認定日後に厚生年金被保険者として保険料を納付した場合、将来の老齢厚生年金の年金額
に反映されることとなります。

・国民年金法第三十条
・厚生年金保険法第四
十七条

対応不可

１．社会保険制度である障害年金は、あらかじめ保険料を納付した上で、保険加入中に発生した保険事故に
対して給付を行うことが原則です。

２．保険事故発生後に保険料を拠出し、保険給付に反映等することは、障害（や死亡）という瞬間的に生じる
事故に関して、当該保険事故が生じた時点の状況に応じて障害年金（や遺族年金）として給付を行うという保
険原理とは相容れないと考えています。

３．なお、保険事故発生後に、厚生年金被保険者として保険料を納付した場合、将来の老齢厚生年金の年
金額に反映されることとなります。

４．また、障害基礎年金に３級を設けることについては、
・自営業や無業、学生といった方々が多い国民年金において、被用者が加入する厚生年金のように労働能
力の喪失に着目した３級相当の障害年金を設けることの妥当性
・給付費の増加に伴う財源確保
といった観点から、対応は困難であると考えています。

16 令和8年6月23日 令和8年7月16日

医療法人の付帯業
務拡大による「予防
医療の産業化」と、
外貨獲得・医療従事
者の処遇改善の実
現

医療法人が、臨床データや知見を
活かして企業と共同開発した「エビ
デンス付き健康食品」等の製造・直
接販売を可能にするため、医療法
第42条（付帯業務）の解禁・拡大を
求める。
現在は診療報酬に依存した収益構
造だが、これを「予防・未病」という
新市場に開放し、病院が自ら付加
価値を生み出しマネタイズできる仕
組みを構築する。具体的には、病
院監修の食品販売や、研究成果を
基にしたヘルスケアサービスの直
接提供を認め、医療法人の経営自
立と産業化を推進する。

【現行制度の課題】
現在の病院経営は、公定価格である診療報酬に縛られ、人件費や物価高騰に対し「自助努力」で収益を上げる余地が
極めて少ない。これが医療従事者の賃金低迷、地方病院の経営難、さらには高額な海外製新薬に依存する国富の流出
を招いている。

【規制改革による具体的効果】

外貨獲得と新産業の創出: 日本の強みである長寿知見を「科学的根拠（エビデンス）のある食品」としてブランド化する。
病院が臨床試験を経て効果を証明した「ジャパン・メディカル・フード」をアジア等の富裕層へ輸出し、医療を外貨獲得の
新産業へと転換する。

所得倍増と経営自立: 診療報酬（税金・保険料）に頼らない「診療外収益」を確立し、その利益を医療・介護従事者の賃金
へ直接還元する。これにより、国の財政に依存しない持続可能な賃上げと、先端設備（アシストスーツ等）への投資を可
能にする。

財政健全化と予防の徹底: 病院が「病気になってから治療する場所」から「病気にさせない場所」へ役割を広げることで、
生活習慣病等の重症化を防ぎ、将来的な社会保障費の爆発的増大に歯止めをかける。

本提案は、高市内閣が掲げる「成長投資」と「危機管理」を両立する戦略的成長分野である。古い規制を打破し、病院の
「稼ぐ力」を開放することで、国民の健康増進と日本経済の強靭化を同時に実現することを提案する。

個人 厚生労働省

・医療法人が行うことができる附帯業務については、医療法第42条及び「医療法人の附帯業務について」（平
成19年３月30日医政発第0330053号厚生労働省医政局長通知）において規定されています。
・また、医療機関において、サプリメント等の食品を販売することについては、「医療機関におけるコンタクトレ
ンズ等の医療機器やサプリメント等の食品の販売について」（平成26年８月28日付け厚生労働省医政局総務
課事務連絡）において、当該販売が、患者のために、療養の向上を目的として行われる場合に可能としてお
り、医療法人においても本来業務として実施可能です。
・なお、社会医療法人については、医療法第42条の２及び「厚生労働大臣の定める社会医療法人が行うこと
ができる収益業務」（平成19年厚生労働省告示第92号）において、製造業や小売業等の収益業務を行うこと
が認められています。

医療法第42条、第42条
の２

対応不可

・医療法人の目的は、医業を本旨として事業を行うことであり、医業以外の附帯業務が医療法人の中心的な
業務となって、安定した医業経営に悪影響が及ぶことを認めることは適当ではないこと等から、医療法人の
行うことのできる業務は、原則として医業に関連した業務に限定されています。ご提案の「アジア等の富裕層
へ輸出」は上記の範囲を超えるものであり、附帯業務への追加は困難です。
・また、サプリメント等の食品を販売することについては、「医療機関におけるコンタクトレンズ等の医療機器
やサプリメント等の食品の販売について」（平成26年８月28日付け厚生労働省医政局総務課事務連絡）にお
いて、「医療機関において」、患者のために、療養の向上を目的として行われる場合に限り可能としているも
のであり、ご提案の「アジア等の富裕層へ輸出」は上記の範囲を超えるものです。

17 令和8年6月23日 令和8年7月16日
学校持込品・個別配
慮・保護者対応基準
の統一

文部科学省において、児童生徒の
持込品に関する全国共通の最低基
準を策定し、装飾品、宗教的性格を
有し得る物品、防犯用品、医療・福
祉上必要な物品を区分した上で、
原則許容、条件付許容、禁止の判
断枠組みを明示していただきたいで
す。あわせて、保護者説明文例、個
別配慮協議手順、校内記録様式及
び不服申出窓口の標準化を求めま
す。

学校現場では、キーホルダー、お守り、防犯ブザー等の持込判断が、宗教配慮、経済格差、安全管理、いじめ防止、障
害配慮等の論点と混在し、学校ごとの差異が保護者対応と教員負担を増大させています。令和7年度の教師不足は全
国で3,827人、不足率0.45％、令和6年度の公立学校教育職員の精神疾患による病気休職者は7,087人、全体の0.77％で
あり、現場余力は限定的です。各学校が個別案件ごとに校則解釈、説明文作成、保護者協議、記録保存を繰り返す現
状は、同種事案の重複対応を招き、教育時間と管理コストを消耗させます。加えて、学校ごとの運用差は、転校時や兄
弟姉妹間での不公平感を生み、学校への信頼低下や苦情の長期化を招きやすい状況です。全国共通の最低基準、説
明文例、協議手順及び記録様式を整備すれば、学校判断の予見可能性が高まり、保護者との紛争予防、相談対応時間
の短縮、校内意思決定の迅速化、教育委員会への照会件数の抑制、教員の事務負担軽減が見込まれます。結果とし
て、児童生徒の安全確保と合理的配慮の両立、教育の安定運営、離職・休職リスクの抑制に資し、限られた人的資源を
本来業務である授業、生活指導及び支援に再配分できる社会的効果が期待できます。また、持込の可否を一律禁止か
全面許容かで処理するのではなく、危険性、代替困難性、信仰性、装飾性、福祉上の必要性を分けて判断する枠組みを
示すことで、学校側の裁量逸脱や説明不足の指摘も減らせます。行政が標準枠組みを示すことは、現場の萎縮を防ぎ、
不要な訴えの予防にも有効です。

個人 文部科学省

児童生徒の学校への持込品に関しては、一般に校則等により定められているものと承知をしております。
校則とは、各学校が教育基本法等に沿って教育目標を実現していく過程において、児童生徒の発達段階や
学校、地域の状況、時代の変化等を踏まえて、最終的には校長により制定されるものであり、個別の校則の
内容について、特段国として制限等は設けておりません。

なし 対応不可

左記「制度の現状」に記載のとおり、児童生徒の学校への持込品に関しては、特段国として制限等を設けて
おりません。その上で、国として児童生徒の学校への持込品に関する基準等を示すことについては、かえっ
て学校現場の柔軟な対応を阻害させるととともに、負担を増大させることにつながることが想定されるため、
慎重であるべきと考えております。

指定訪問看護の事業
の人員及び運営に関
する基準（平成十二年
三月三十一日厚生省
令第八十号） 第16・30
条

指定居宅サービス等の
事業の人員、設備及び
運営に関する基準（平
成十一年厚生省令第
三十七号）第69・217条

現行制度下
で対応可能

訪問看護指示書を電子保存することは現行制度下でも既に対応可能です。

１．指定訪問看護の事業の人員及び運営に関する基準（平成十二年三月三十一日厚生省令第八十号）
（主治の医師との関係）
第16条　指定訪問看護ステーションの管理者は、主治の医師の指示に基づき適切な指定訪問看護が行わ
れるよう必要な管理をしなければならない。
２　指定訪問看護事業者は、指定訪問看護の提供の開始に際し、主治の医師による指示を文書で受けなけ
ればならない。
（記録の整備）
第30条　指定訪問看護事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければな
らない。
２　指定訪問看護事業者は、利用者に対する指定訪問看護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その
完結の日から二年間保存しなければならない。当該記録については、正確かつ最新の内容を保つよう整備
しなければならない。
一　訪問看護記録書
二　訪問看護指示書
三　訪問看護計画書
四　訪問看護報告書
五　市町村（特別区を含む。）及び都道府県（次号において「市町村等」という。）に対する情報提供書
六　市町村等との連絡調整に関する記録

２．指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一年厚生省令第三十七号）
（主治の医師との関係）
第69条　指定訪問看護事業所の管理者は、主治の医師の指示に基づき適切な指定訪問看護が行われるよ
う必要な管理をしなければならない。
２　指定訪問看護事業者は、指定訪問看護の提供の開始に際し、主治の医師による指示を文書で受けなけ
ればならない。
３　指定訪問看護事業者は、主治の医師に次条第一項に規定する訪問看護計画書及び訪問看護報告書を
提出し、指定訪問看護の提供に当たって主治の医師との密接な連携を図らなければならない。
４　当該指定訪問看護事業所が指定訪問看護を担当する医療機関である場合にあっては、前二項の規定に
かかわらず、第二項の主治の医師の文書による指示並びに前項の訪問看護計画書及び訪問看護報告書の
提出は、診療録その他の診療に関する記録（以下「診療記録」という。）への記載をもって代えることができ
る。
（電磁的記録等）
第217条　指定居宅サービス事業者及び指定居宅サービスの提供に当たる者は、作成、保存その他これら
に類するもののうち、この省令の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その
他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下こ
の条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第十一条第一項（第三十九条の三、
第四十三条、第五十四条、第五十八条、第七十四条、第八十三条、第九十一条、第百五条、第百五条の
三、第百九条、第百十九条、第百四十条（第百四十条の十三において準用する場合を含む。）、第百四十条
の十五、第百四十条の三十二、第百五十五条（第百五十五条の十二において準用する場合を含む。）、第
百九十二条、第百九十二条の十二、第二百五条、第二百六条及び第二百十六条において準用する場合を
含む。）及び第百八十一条第一項（第百九十二条の十二において準用する場合を含む。）並びに次項に規定
するものを除く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録により行うことができる。
２　指定居宅サービス事業者及び指定居宅サービスの提供に当たる者は、交付、説明、同意、承諾、締結そ
の他これらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち、この省令の規定において書面で行うことが規定され
ている又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電
子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。）によることができる。

18 令和8年6月23日 令和8年7月16日

訪問看護指示書の
電子保存を原本保
管の代替として認め
ること

訪問看護ステーションが受領した訪
問看護指示書について、スキャン
データ等の電子データによる保存を
もって、紙原本の保管義務を免除
すること。現行制度では紙原本の
保管が義務付けられているが、クラ
ウドサービス等を活用した電子保存
を正式に認め、一定のセキュリティ
要件（アクセス管理、改ざん防止、
バックアップ等）を満たすシステムで
の保存を原本と同等に扱えるよう規
制を見直すこと。

訪問看護指示書は最長5年間の保管が求められるが、現行では紙原本での保管が必要とされている。これにより以下の
問題が生じている。
(1)保管スペースの確保が必要で、特に小規模事業所では大きな負担となっている。
(2)利用者が長期間サービスを利用した場合や死亡後も5年間保管が必要で、膨大な紙書類が蓄積される。
(3)紛失・劣化・災害時のリスクがある。
電子化が進む他業種では電子帳簿保存法等により電子保存が認められている。医療・介護分野においても、アクセスロ
グの記録、改ざん防止機能、バックアップ体制等の要件を満たすシステムでの電子保存を認めることで、(1)保管スペー
スの削減、(2)業務効率化、(3)災害時のデータ保全が実現できる。人手不足が深刻な訪問看護業界において、事務負担
の軽減は現場スタッフの業務改善に直結し、サービスの質向上にもつながる。

個人 厚生労働省
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19 令和8年6月23日 令和8年7月16日
学校給食における牛
乳供給の義務化撤
廃と選択制の導入

学校給食法に基づく「学校給食実
施基準」を改定し、牛乳の提供を
「必須」から「選択制」へと変更する
ことを提案します。
1．「完全給食」の定義を「パン又は
米飯、おかず及び牛乳」から「パン
又は米飯、おかず及び栄養基準を
満たす飲料・食品」へと広義化する
こと。
2．牛乳の代替として、小魚、海藻、
大豆製品、種実類等、日本古来の
食材を用いた「カルシウム等栄養素
の提供選択肢」を正式に認めるこ
と。
3．アレルギーや乳糖不耐症、また
和食との親和性や個人の理念に基
づく「牛乳提供の拒否」を、医師の
診断書なしに保護者の判断で選択
可能とし、その分の給食費を返還、
あるいは代替食品に充当する仕組
みを構築すること。

現在の学校給食における「一律の牛乳提供」は、戦後の栄養欠乏期には有効でしたが、飽食の現代においては以下の3
つの観点から「合理的かつ経済的な限界」を迎えています。
・栄養学的妥当性と「食の多様性」の尊重
カルシウム摂取源を牛乳のみに依存する必然性は、現在の栄養学・食品加工技術において消滅しています。小魚や豆
類などの和の食材は、カルシウムと同時にマグネシウムや食物繊維も摂取でき、日本人の体質（乳糖不耐症の多さ）に
も適しています。個々の体質や家庭の教育方針に合わせた「選択の自由」を認めることは、憲法が保障する自己決定権
の尊重であり、多様性を重んじる教育の根幹です。
・食品ロス削減と経済的合理性
全国の学校で大量に発生している「飲み残しの牛乳」の廃棄コストは、多額の税金の浪費です。選択制を導入し、不要な
層への供給を止めることで、年間数百億円規模の食品ロスを削減できます。その浮いた予算を、より高品質な（無添加・
有機等）食材の調達や、栄養価の高い代替食品（小魚等）に充当することは、極めて合理的な財政運営です。
・食育と和食文化の継承
ユネスコ無形文化遺産である「和食（米飯給食）」において、牛乳との味覚的ミスマッチは食育上の課題です。出汁や小魚
など、和の味覚に整合した栄養供給体制を整えることは、日本独自の食文化を正しく次世代へ継承し、味覚の感性を育
む上で不可欠な投資です。
「牛乳ありきの給食」から「最適な栄養を自ら選択する給食」への転換こそが、子どもたちの真の健康と、持続可能な教育
財政を実現する鍵となります。

個人 文部科学省

学校給食実施基準は、学校給食法に基づき、児童又は生徒に必要な栄養量その他の学校給食の内容及び
学校給食を適切に実施するために必要な事項について維持されることが望ましい基準として文部科学大臣
により定められるものですが、学校給食において牛乳の提供を義務付けるものではありません。
また、学校給食法施行規則第1条第２項から第４項に示す給食の類型いずれにおいてもミルクが含まれてい
ますが、これは同第１項に基づき、義務教育諸学校の設置者が行う届出が、都道府県教育委員会におい
て、当該都道府県内における学校給食の実態を把握し、適切な指導、助言、援助の体制を確保するための
ものであることを踏まえ、実態把握の便宜のために主な類型を規定したものであることから、学校給食におい
て牛乳の提供を義務付けるものではありません。
そのため、現状においてもアレルギーや乳糖不耐症などの場合には牛乳の提供を取りやめるなど各学校設
置者において状況に応じて適切に対応しているところであり、牛乳の提供をしない場合であっても、カルシウ
ム等の必要な栄養素については学校給食実施基準に示す学校給食摂取基準に基づいて、必要量を摂取す
ることができるよう、献立を作成しているものと承知しております。

学校給食法第８条
学校給食法施行規則
第１条

事実誤認

左記「制度の現状」に記載のとおり、学校給食法施行規則第1条第２項から第４項に示す給食の類型は実態
把握の便宜のために主なものを規定したにすぎないことから、定義を変更することにより反って学校現場の
混乱を招くと考えており、慎重に対応する必要があるほか、その他の提案内容については現状においても実
施可能であることから特段対応を要するものではないと考えております。

20 令和8年6月23日 令和8年7月16日

行政書士法第1条の
4に基づく「契約代理
権」の範囲明確化に
よる、紛争性のない
事案の利便性向上

【具体的な提案内容】
法務省が「事件性必要説」として示
している公権解釈（平成15年法曹
制度検討会等）に基づき、以下の
点を「通達」または「法改正」により
明確化することを求める。
「当事者間に法的紛争が客観的に
顕著になっておらず、私的自治によ
る解決が可能な段階（＝法律事件
に該当しない事案）において、行政
書士が代理人として相手方と条件
の調整・合意形成および和解契約
の締結を行うことは、行政書士法上
の正定な業務であり、弁護士法第
72条に抵触しない」旨を公的に定義
すること。

【規制の現状と問題点】
行政書士法第1条の4第1項第3号により、行政書士は「契約その他に関する書類を代理人として作成すること」が認めら
れている。しかし実務上、弁護士法第72条の「法律事件」が過剰に広く解釈され、当事者間に客観的な紛争が生じていな
い円満な合意形成の段階（例：過失割合や損害額に争いがない交通事故の事務手続き等）であっても、行政書士が代理
人として調整を行うことが「非弁行為」と疑われるリスクがある。
その結果、国民は軽微な事案でも高額な弁護士費用を負担せざるを得ない、あるいは不慣れな本人交渉を強いられると
いう不利益を被っている。

【提案の理由（根拠）】
1. 法務省の公権解釈：平成15年12月の第24回法曹制度検討会において、法務省は「法律事件」とは「争いや疑義がある
もの（事件性のあるもの）」に限定されると答弁している。事件性がない事案は法律要件を満たさず、非弁行為には当たら
ない。
2. 最高裁判例：昭和46年7月14日判決（山中事件）において、弁護士法の規制対象は「法律上の紛争が生じている事案」
に準ずるものとされている。裁判所での法的手段を用いずとも解決可能な、客観的に事件と呼ぶにふさわしくない事案は
私的自治の範囲内である。
3. 民法上の代理：行政書士法に「民法上の代理と異なる」という制限条項がない以上、法律事件でない案件については、
民法の代理の原則が適用され、代理人としての調整・締結は適法である。

個人 総務省

行政書士法第１条の３第１項において「行政書士は、他人の依頼を受け報酬を得て、官公署に提出する書
類･･･その他権利義務又は事実証明に関する書類･･･を作成することを業とする。」と規定されており、同法第
１条の４第1項第３号において「前条の規定により行政書士が作成することができる契約その他に関する書類
を代理人として作成すること。」を業とすることができるものとされています。ただし、その業務を行うことが他
の法律において制限されているものについては、業務を行うことができません。

行政書士法第１条の４
第１項第３号

対応不可

　行政書士法第１条の４第１項第３号については、平成13年の改正により、弁護士法第72条の規定が争訟性
のない契約代理について弁護士以外の者が行うことを禁じているものでないことを前提に、行政書士が代理
人として契約その他の書類を作成することができるとしたものであり、「代理人として」とは、「契約等について
の代理人としての意であり、直接契約代理を行政書士の業務として位置づけるものではないが、行政書士が
業務として契約代理を行い得るとの意味を含むものである」と解されております。
　なお、行政書士法第１条の４第１項で、「行政書士は、前条に規定する業務のほか、他人の依頼を受け報
酬を得て、次に掲げる事務を業とすることができる。ただし、他の法律においてその業務を行うことが制限さ
れている事項については、この限りでない。」とされているとおり、他の法律で制限されている業務を行うこと
はできず、制限される業務範囲についてはそれぞれの法律の定めるところとなります。
　総務省は弁護士法第72条の定義・解釈について述べる立場になく、弁護士法に抵触するかどうかは、個別
の事案において司法が判断するものと承知しております。また、行政書士の業務の範囲については、これま
でも議員立法により制定・改正されてきたことから、ご提案については、国会における幅広い議論が必要であ
ると考えています。

21 令和8年6月23日 令和8年7月16日
10Gbps級回線の表
示と宅内条件の一
体開示義務化

10Gbps級回線の広告、比較サイ
ト、申込画面、重要事項説明におい
て、最大速度の表示と一体で、終端
装置の上限、ルーターのWAN側と
LAN側の各ポート速度、必要なLAN
ケーブル規格、Wi-Fi利用時の速度
低下可能性、複数台接続時の影
響、推奨端末要件、実測例の前提
条件を統一様式で表示する制度を
整備していただきたいです。回線名
のみで高速利用可能と受け取られ
る現状を改め、契約前に宅内環境
適合性を確認できるようにし、比較
広告でも同一書式を用いるよう整
理していただきたいです。

現行の10Gbps級サービスは、事業者側では最大概ね10Gbpsを表示していても、実際には技術規格上の最大値であり、
通信品質確保用データにより実速度の最大値は十数％程度低下し得ると明記されています。さらにNTT東日本は
10Gbps相当利用には10GBASE-T対応LANポートとカテゴリ6A以上を推奨しています。他方、国内主要機器でも、NEC製
家庭向け機はWAN10GbpsでもLANは2.5Gbps一口と1Gbps三口、BUFFALO機は10Gbps対応がINTERNET側中心、I-O
DATA機もLANは2.5Gbps三口にとどまります。消費者庁の打消し表示調査では、通信速度表示について回答者1000人
中14.9％が注記を見ても家庭でその最大速度が利用できると誤認しました。表示と実利用条件の分断が、誤契約、不要
な機器買替え、問い合わせ増大、苦情処理を生んでいます。統一表示を義務化すれば、契約前の自己診断が可能とな
り、無用な解約・返品・電話照会の抑制、比較可能性の向上、家電量販店や通信事業者の説明負担軽減、消費者保護
の実効性向上が見込まれます。

個人 総務省
電気通信事業法施行規則において、電気通信事業者は、契約に際して電気通信役務の品質に関する説明
をすることとしています。

電気通信事業法施行
規則

対応不可
ご指摘の統一様式による表示について、速度の推定に必要な要素は多岐にわたり、また、実地の状況に応
じた変動も大きいことから、一定の確度を持った条件表示をあらかじめ示すとことは困難となります。

22 令和8年6月23日 令和8年7月16日
25Gbps級回線提供
前の適合性表示と
認証制度整備

今後25Gbps級回線を提供又は広
告する場合には、宅内機器、配線、
受信機器、消費電力、設置工事条
件を含む適合性表示を義務化し、
国が相互接続確認済み機器の認
証一覧を整備していただきたいで
す。回線だけを先行販売し、家庭で
利用困難な状態を放置するのでは
なく、提供条件を満たす機器群が
現実に流通していることを前提に募
集・販売できる枠組みへ見直してく
ださい。説明責任を販売前に制度
化し、未整備段階では過度な速度
訴求を抑制する仕組みも併せて求
めます。

25Gbps級は企業・データセンター向け技術が先行しており、国内メーカーでもヤマハは25Gbps対応製品をスイッチや
SFP28モジュールで展開する一方、家庭・小規模拠点向け無線LANルーターNWR100はWAN一口1GbE、LAN四口1GbE
です。また、学校向け提案資料でも、無線LANアクセスポイントが2.5GbE以上に対応していても、接続先スイッチが1GbE
のケースが多いと明記されています。すなわち、上位ネットワーク側の高速化と家庭・現場側機器の普及段階に大きな差
があります。この状況で回線商品だけを先行させれば、10Gbpsで既に生じている表示と実態の乖離がさらに拡大します。
適合性表示と認証一覧を制度化すれば、利用者は必要機器を事前把握でき、販売側も説明責任を果たしやすくなりま
す。結果として、非適合機器の買い直し、工事やサポートの手戻り、苦情処理、返品対応の削減が期待でき、国内機器
開発の需要予見性向上や過大広告の抑制にも資します。

個人 総務省
電気通信事業法施行規則において、電気通信事業者は、契約に際して電気通信役務の品質に関する説明
をすることとしています。

電気通信事業法施行
規則

対応不可
ご指摘の適合性表示等について、速度の推定に必要な要素は多岐にわたり、また、実地の状況に応じた変
動も大きいことから、一定の確度を持った条件表示をあらかじめ示すとことは困難となります。

23 令和8年6月23日 令和8年7月16日

自賠責保険のキャッ
シュレス決済手数料
の代理店負担禁止
と、時代に即した代
理店手数料の抜本
的引上げ

以下の制度改正・行政指導を強く
要望します。
1.キャッシュレス決済手数料の代理
店負担禁止
保険料の決済に伴う加盟店手数料
を、システムの受益者であり「社費」
を得ている保険会社が負担すること
を義務付け、代理店への負担転嫁
を禁じること。
2.安すぎる代理店手数料の抜本的
引上げと異動手続の報酬新設
「末端の代理店は自賠責で利益を
出してはいけない」という悪しき思想
を打破し、現在の物価・人件費高騰
や実務負担に見合った適正な手数
料への引上げを行うこと。また、無
報酬で押し付けられている異動手
続等への報酬を新設すること。

自賠責保険の代理店手数料は、国により1契約1,735円に定められています。しかし、現在の物価・人件費高騰や複雑化
する業務量に比して、そもそもこの金額はあまりに安すぎます。自賠責保険には「ノーロス・ノープロフィット（利益を出して
はいけない）」という原則がありますが、これはあくまで保険会社の収支に対するルールです。それにもかかわらず、国や
保険会社が「公共事業だから現場の民間代理店も利益を出してはならず、タダ働きや赤字も受け入れろ」という異常な思
想を押し付けているのが諸悪の根源です。

現に損保各社は新システム（One-JIBAI）移行に伴い、「キャッシュレス決済の費用は代理店負担」と一方的に規定しまし
た。ただでさえ安い1,735円から、さらに「1件約330円」を没収する行為は約19％の減額にあたる完全な赤字強要です。国
は過去に「賃金統計」を理由に2円や10円といったミクロな引上げを行ってきましたが、この巨額の負担転嫁を黙認するの
は制度の完全な破綻です。

さらに保険会社は、1件につき約5,000円もの「社費（運営経費）」を得ています。しかし新システム導入により、本来保険
会社が行うべき異動・解約手続やお客様へのITサポートを代理店に無償で肩代わりさせています。保険会社は自らの利
益をしっかり確保したまま、代理店を「都合の良い無償の労働力」として使い、労務コストだけを不当に押し付けている状
態です。

末端の中小事業者に赤字を強要するこの異常な思想と安すぎる手数料体系、そして保険会社による優越的地位の濫用
を早急に是正してください。

会社・団体 金融庁

自賠責保険は被害者保護を目的とした強制保険であるため、適正原価主義をとり、営利を排除する考え方
で制度が設計されています。このため、自動車損害賠償保障法第25条において自賠責保険の基準料率は
「能率的な経営の下における適正な原価を償う範囲内でできる限り低いものでなければならない。」と定めら
れており、基準料率を構成する保険会社の社費や代理店の手数料についても利潤や損失が生じない適正な
水準とする必要があります。

自動車損害賠償保障
法第二十五条、第二十
六条の三

対応不可

自賠責保険の基準料率については、毎年の自賠責保険審議会において妥当性を検証しており、代理店手数
料についても人件費等を含むコストを賄う上で必要かつ適正な水準となるよう、必要に応じて改定を行ってい
ます。
こうした中、現状、キャッシュレス決済に伴う手数料については、顧客がキャッシュレス決済を行うことにより、
保険会社への送金業務等の現金管理事務の軽減による便益を代理店が受けることになるため、代理店が
費用を負担することになっていると承知しています。
また、代理店が委託契約の中で実施する自賠責保険の異動手続は、代理店業務の実態を調査の上で、代
理店手数料に反映されております。
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制度の現状 該当法令等 対応の
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検討要請日
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所管省庁の検討結果
提案の具体的内容 所管省庁提案理由

提案
主体

24 令和8年6月23日 令和8年7月16日

行政書士における示
談交渉や契約締結
などの代理行為が
可能であることの確
立１

行政書士が法第１条の４第１項第３
号に契約その他に関する書類を代
理人として作成できるとして平成１４
年７月１日から改正施行されてい
る。

他の法律に制限されないことから、
行政書士が裁判外では、依頼者の
代理人として相手方と協議・交渉・
締結・書面作成・訂正・修正・提出な
どの何れの行為をも含む契約代理
権が付与されております。

このことを、弁護士、行政書士、一
般国民が明確に分かるように法律
の改正あるいは通達等で確立して
いただきたい。

弁護士法第３条で定められた業務範囲と、無資格者が行えないとされる弁護士法第７２条の射程範囲は大きく異なるに
もかかわらず、弁護士は、弁護士が業務にできる範囲を他者が行うことが非弁行為だとして、逮捕者まで出ているのが
実状である。

例えば、先の退職代行業者も有名なところである。
しかし、法律問題について、弁護士資格を持たないものが相手方と交渉すること自体、請求すること自体が何らの法に触
れるものではないにも関わらず、弁護士は一律に触れるという考え方を持ち、国民の権利の実現を妨げ、弁護士費用に
おいて着手金２０万円、報酬４０万円などの高額な費用が絡むことから、多くの国民が泣き寝入りや、支払わなくても良い
お金を払わされていたり、解決に長期の時間を要してしまうという自体が発生しているのである。

この考え方は日弁連が推奨している事件性不要説に基づくものであり、弁護士会および弁護士は採用している。
しかし、日弁連や弁護士会や弁護士には法令解釈権がない。
つまり、弁護士は日弁連の解釈に拘束されることは一切なく、まして国民が解釈を出すことのできない日弁連の解釈基準
に左右されてしまうのはあまりにも不合理と言わざるを得ない。

解釈基準を示すことができるのは憲法条約法律に基づき、最高裁または下級裁であって、このような判例がなければ、
行政通達、通知、国会答弁などの行政解釈いわゆる公権解釈が効力を持つものであります。
学説や、論文や、逐条解説などは一応の説得性があって国民が納得しうるものなら有効になるに過ぎません。

個人 総務省

行政書士法第１条の３第１項において「行政書士は、他人の依頼を受け報酬を得て、官公署に提出する書
類･･･その他権利義務又は事実証明に関する書類･･･を作成することを業とする。」と規定されており、同法第
１条の４第1項第３号において「前条の規定により行政書士が作成することができる契約その他に関する書類
を代理人として作成すること。」を業とすることができるものとされています。ただし、その業務を行うことが他
の法律において制限されているものについては、業務を行うことができません。

行政書士法第１条の４
第１項第３号

対応不可

行政書士法第１条の４第１項第３号については、平成13年の改正により、弁護士法第72条の規定が争訟性
のない契約代理について弁護士以外の者が行うことを禁じているものでないことを前提に、行政書士が代理
人として契約その他の書類を作成することができるとしたものであり、「代理人として」とは、「契約等について
の代理人としての意であり、直接契約代理を行政書士の業務として位置づけるものではないが、行政書士が
業務として契約代理を行い得るとの意味を含むものである」と解されております。
なお、行政書士法第１条の４第１項で、「行政書士は、前条に規定する業務のほか、他人の依頼を受け報酬
を得て、次に掲げる事務を業とすることができる。ただし、他の法律においてその業務を行うことが制限され
ている事項については、この限りでない。」とされているとおり、他の法律で制限されている業務を行うことは
できず、制限される業務範囲についてはそれぞれの法律の定めるところとなります。
　行政書士の業務の範囲については、これまでも議員立法により制定・改正されてきたことから、ご提案につ
いては、国会における幅広い議論が必要であると考えています。

25 令和8年6月23日 令和8年7月16日

行政書士における示
談交渉や契約締結
などの代理行為が
可能であることの確
立２

行政書士が法第１条の４第１項第３
号に契約その他に関する書類を代
理人として作成できるとして平成１４
年７月１日から改正施行されてい
る。

他の法律に制限されないことから、
行政書士が裁判外では、依頼者の
代理人として相手方と協議・交渉・
締結・書面作成・訂正・修正・提出な
どの何れの行為をも含む契約代理
権が付与されております。

このことを、弁護士、行政書士、一
般国民が明確に分かるように法律
の改正あるいは通達等で確立して
いただきたい。

すなわち、日弁連は、独立していて上級行政機関がないから、公権解釈を出すことができないのに、「日弁連」という組織
が事件性不要説を唱えるから弁護士会や弁護士が追従しているところである。

これによって、何らかの法律問題が絡むだけで、一律に「非弁行為」と騒ぎ、本来、非弁行為に該当しない行為そのもの
も逮捕者まで出ているのが現状であり、由々しき事態でございます。

また、弁護士がターゲットにする士業としては行政書士が挙げられます。
これは行政書士が、行政書士法第１条の３第２項で他の法律で制限されているものに関しては業務とできないという条文
から、同反対解釈で、他の法律で制限されていなければ業務とできるという解釈ができ、弁護士と同じように包括的な業
務範囲を持つためです。

行政書士は、依頼者の代理人として、相手方と協議を持ち、例えば交通事故であれば過失割合や損害賠償額などの交
渉つまり示談交渉ができ、和解契約を締結することもでき、その内容を書面にすることができるし、不貞行為や、不法行
為などにおいては慰謝料請求などの行為をもできるものであります。
これは行政書士法第１条の４第１項第３号に「代理人」として作成することができるとされており、この文言の意味は民法
上の任意代理人と同様と考えられ、委任契約に基づいて法律行為を行うことができるのである。
このことは行政書士法や弁護士法に特段の規定がないからこそ、行うことができると考えられています。

一方、弁護士は、この行政書士の行為を一律に非弁行為だと主張して、時に逮捕者まで出ており、行政書士は本来でき
る業務を行うことで逮捕を避けたく、萎縮しています。

個人 総務省
番号24「行政書士における示談交渉や契約締結などの代理行為が可能であることの確立１」の回答をご参
照ください。

26 令和8年6月23日 令和8年7月16日

行政書士における示
談交渉や契約締結
などの代理行為が
可能であることの確
立３

行政書士が法第１条の４第１項第３
号に契約その他に関する書類を代
理人として作成できるとして平成１４
年７月１日から改正施行されてい
る。

他の法律に制限されないことから、
行政書士が裁判外では、依頼者の
代理人として相手方と協議・交渉・
締結・書面作成・訂正・修正・提出な
どの何れの行為をも含む契約代理
権が付与されております。

このことを、弁護士、行政書士、一
般国民が明確に分かるように法律
の改正あるいは通達等で確立して
いただきたい。

行政書士が、萎縮してしまうことで、国民は先に述べたように高額な費用を出して、弁護士に依頼して数年に亘る裁判を
経なければならない事態にも陥っております。
その支払いができない国民も多数おり、不必要な金銭支払いや、泣き寝入りをせざるを得ないということが発生している
のでございます。

弁護士が、一律に非弁行為だと主張する法的根拠が一体、どこにあるのでしょうか。
弁護士法第３条では弁護士が業務にできる範囲を法律事務として示しております。
一方、無資格者ができない範囲としては、報酬を得る目的で、一般の法律事件に関して、法律事務を業として取り扱うこ
とや斡旋することが弁護士法第７２条で規定されているわけでございます。

特に問題なのがこの弁護士法第７２条の解釈です。
報酬を得る目的との文言である以上、他士業と違って報酬を現実に得てなくても成立することは理解できます。
つまり、行政書士は報酬を得て、業として他人の法律事務を取り扱うことができるわけですから、必然的に弁護士法第７
２条所定の報酬性、業務性を満たすことはいうまでもありません。

しかしながら、肝心要の事件性はどうでしょうか。
先に触れたように、弁護士は、法令解釈を出すことができない日弁連の事件性不要説を採用しており、一律に非弁行為
だと決めつけ、逮捕者が出ているというあってはならない事態が起きているのです。

弁護士法の規定では法律事務という文言と法律事件という文言を同一に考えられてしまっていることが大きな原因となっ
ております。

個人 総務省
番号24「行政書士における示談交渉や契約締結などの代理行為が可能であることの確立１」の回答をご参
照ください。

27 令和8年6月23日 令和8年7月16日

行政書士における示
談交渉や契約締結
などの代理行為が
可能であることの確
立４

行政書士が法第１条の４第１項第３
号に契約その他に関する書類を代
理人として作成できるとして平成１４
年７月１日から改正施行されてい
る。

他の法律に制限されないことから、
行政書士が裁判外では、依頼者の
代理人として相手方と協議・交渉・
締結・書面作成・訂正・修正・提出な
どの何れの行為をも含む契約代理
権が付与されております。

このことを、弁護士、行政書士、一
般国民が明確に分かるように法律
の改正あるいは通達等で確立して
いただきたい。

しかしながら、弁護士法で明らかに文言が違うことから、射程範囲が著しく異なるものと考えるのが合理的です。

先に述べたように、法律の条文を解釈出せる機関が出したものが日本では効力を持つものであり、日弁連が出した解釈
基準はあくまでも一解説にすぎず、説得性がないものから到底採用することはできないものであります。

では、具体的にその非弁行為における解釈として事件性とは何を意味しているのかを説明します。
最高裁は、「同条にいう「その他一般の法律事件」とは、同条に例示されている訴訟事件、非訟事件、審査請求、異議申
立、再審査請求などに準ずる程度に、当事者間で法律上の権利義務が現実に争われ、又は疑義があり、その私的自治
による解決のつかないものか、若しくは、その解決を計ることが困難なため、裁判や仲裁、和解、調停などによって、法的
手段を以て、その解決を計ることが必要であるか、又は、そのおそれのある事件をいうと解するのが相当である」という解
釈を示しています。

法務省は、「例えば列挙されている訴訟事件その他の具体的例示に準ずる程度に法律上の権利義務に関して争いがあ
り、あるいは疑義を有するものであること、言い換えれば、事件というにふさわしい程度に争いが成熟したものであること
を要するとしております。
つまり紛争性がある程度成熟して顕在化しているものであれば、法第７２条の規制の対象になるけれども、そうでない場
合には、つまり事件性がない場合には法第７２条の規制の対象にはならない」という解釈を示しています。

個人 総務省
番号24「行政書士における示談交渉や契約締結などの代理行為が可能であることの確立１」の回答をご参
照ください。
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主体

28 令和8年6月23日 令和8年7月16日

行政書士における示
談交渉や契約締結
などの代理行為が
可能であることの確
立５

行政書士が法第１条の４第１項第３
号に契約その他に関する書類を代
理人として作成できるとして平成１４
年７月１日から改正施行されてい
る。

他の法律に制限されないことから、
行政書士が裁判外では、依頼者の
代理人として相手方と協議・交渉・
締結・書面作成・訂正・修正・提出な
どの何れの行為をも含む契約代理
権が付与されております。

このことを、弁護士、行政書士、一
般国民が明確に分かるように法律
の改正あるいは通達等で確立して
いただきたい。

つまり、弁護士法所定の事件性とは、当事者間に生じた法律問題が私的自治での解決ができないほどに当事者間で揉
めており、紛争解決として裁判所を使い、法的手段を講じなければ解決できないものと解釈されております。

この最高裁昭和４６年７月１４日第１小法廷判決は判例変更もされておらず、リーディングケースとなっております。
また、先に触れた法務省の解釈は平成１５年法曹制度検討会における法務省大臣官房司法法制部司法法制課の黒川
課長が答弁しているものであって議事録に残っており、これらはまさしく、司法府、行政府における公権解釈であり、効力
をもつものであります。

ということは、最高裁判例や法務省の公権解釈がある以上、日弁連の解釈は全く効力はありません。

これが事件性必要説の考え方であります。
上記までに述べたことで、弁護士法第７２条の非弁行為の考え方については解釈も含めて明らかになったと思います。

次に、行政書士が示談交渉ができる、契約締結ができる、代理人となれるといったところに関して、もう少し深堀りして説
明しておきます。

行政書士は、行政書士法第１条の３第１項に基づき官公署に提出する書類の作成、権利義務または事実証明に関する
書類の作成を独占業務としております。
そして法第１条の４第１項第３号に基づいて代理人として作成することができるとしております。

この代理人と言うのはそもそも書類を代わりに書くことは代理人にんはならず、事実行為にすぎません。
条文に代理人として、人という文字を敢えて加えられたことから、法律行為を代理することができるからこそ代理人である
といえます。

個人 総務省
番号24「行政書士における示談交渉や契約締結などの代理行為が可能であることの確立１」の回答をご参
照ください。

29 令和8年6月23日 令和8年7月16日

行政書士における示
談交渉や契約締結
などの代理行為が
可能であることの確
立６

行政書士が法第１条の４第１項第３
号に契約その他に関する書類を代
理人として作成できるとして平成１４
年７月１日から改正施行されてい
る。

他の法律に制限されないことから、
行政書士が裁判外では、依頼者の
代理人として相手方と協議・交渉・
締結・書面作成・訂正・修正・提出な
どの何れの行為をも含む契約代理
権が付与されております。

このことを、弁護士、行政書士、一
般国民が明確に分かるように法律
の改正あるいは通達等で確立して
いただきたい。

この点について、総務省自治行政局行政課の二瓶博昭氏が平成１３年９月に行政書士法の一部改正についてと論文を
出しており、その条文解説を地方行政６４６号９２ないし９６ページに掲載されており次の解釈を示しております。

・「ここでいう「代理人として」とは、契約等についての代理人としての意であり、直接契約代理を行政書士の業務として位
置づけるものではないが、行政書士が業務として契約代理を行い得るとの意味を含むものであると解される。」という解釈
を示しています。

・「またこの規定により、行政書士は契約書に代理人として署名し、契約文言の修正等を行うことができることとなる。」と
いう解釈を示しています。

つまり、行政書士が、依頼者の代理人として、先に例示したように交通事故における過失割合や損害賠償額の交渉すな
わち示談交渉、不貞行為や不法行為に基づく慰謝料請求などは何れも権利義務に関する書類に当たるのです。

ようするに、行政書士が、過失割合や損害賠償額を示した書類＝権利義務に関する書類を作成するためには、必然的
に相手方と協議を持ち、交渉して、和解契約を締結して、和解契約書を作成しなければ成立しないということになります。
行政書士にとって、書類を作成するのに必要不可欠な行為といえます。

内容証明を作成するのも行政書士にとっては権利義務に関する書類の作成の一つであります。
慰謝料請求の意思を依頼者の代わりに作成して示す行為は認められておるところでございます。

そうでなければ、国民の権利利益の実現を図ることができないからです。

個人 総務省
番号24「行政書士における示談交渉や契約締結などの代理行為が可能であることの確立１」の回答をご参
照ください。

30 令和8年6月23日 令和8年7月16日

行政書士における示
談交渉や契約締結
などの代理行為が
可能であることの確
立７

行政書士が法第１条の４第１項第３
号に契約その他に関する書類を代
理人として作成できるとして平成１４
年７月１日から改正施行されてい
る。

他の法律に制限されないことから、
行政書士が裁判外では、依頼者の
代理人として相手方と協議・交渉・
締結・書面作成・訂正・修正・提出な
どの何れの行為をも含む契約代理
権が付与されております。

このことを、弁護士、行政書士、一
般国民が明確に分かるように法律
の改正あるいは通達等で確立して
いただきたい。

そして、この二瓶氏の論文は、本来、行政通達・通知でないものの、行政書士法第１条の４第１項第３号所定の代理人と
いう文言が行政書士に契約代理が含まれるという解釈は２５年以上に亘って反論されているものでもなく、肝心の総務省
も否定しておらず、先月、総務省自治行政局行政課に電話を入れて確認したところ、総務省としてもこの見解を採用して
おり、広く一般に周知徹底されており、北海道行政書士会では、行政ほっかいどうという月刊誌において平成１３年に二
瓶氏の論文全文が掲載されております。

さらには神奈川県行政書士会では、行政書士の手引きにこの論文の先に私が提示した部分を引用して説明をされており
ます。

このように総務省の解釈が、行政通達ではなくて、論文と言う形で出されることが、総務省の場合は多いので形式上は公
権解釈ではないが、実質的には上記の理由から、公権解釈として考えて良いとされています。

これまでに、弁護士法の解釈、行政書士法の解釈を示したところでございます。
これらのことから、行政書士は裁判に至らないまでの間で、当事者間に話し合いの余地があるのであれば、依頼者の代
理人として、相手方と協議を持ち、交渉を行い、契約を締結して、そのことを書面にするといった法律行為をなすことがで
きるのが代理人であって、弁護士法に触れるものでもないことから、非弁行為に当たらず、行政書士法上の代理人の文
言から民法の代理と同視して事に当たることができると解するのが相当であると思うのです。

個人 総務省
番号24「行政書士における示談交渉や契約締結などの代理行為が可能であることの確立１」の回答をご参
照ください。

31 令和8年6月23日 令和8年7月16日

行政書士における示
談交渉や契約締結
などの代理行為が
可能であることの確
立８

行政書士が法第１条の４第１項第３
号に契約その他に関する書類を代
理人として作成できるとして平成１４
年７月１日から改正施行されてい
る。

他の法律に制限されないことから、
行政書士が裁判外では、依頼者の
代理人として相手方と協議・交渉・
締結・書面作成・訂正・修正・提出な
どの何れの行為をも含む契約代理
権が付与されております。

このことを、弁護士、行政書士、一
般国民が明確に分かるように法律
の改正あるいは通達等で確立して
いただきたい。

もしも相手方が、行政書士の関与を拒む場合、あるいは交渉が難航した場合、相手方が責任そのものを真っ向から否定
している場合などは、もはや裁判でしか解決が難しいという状態になるので、先に触れた最高裁判例に基づき、弁護士法
所定の法律事件に該当するのだから、行政書士は辞任して、ご本人の意向により、ご本人が継続して交渉を行うか、弁
護士に委任して裁判に至るかといった判断になるかと思います。

もちろん、ご本人の意向によっては、行政書士は辞任した上で弁護士に連携するなどして、本件問題の解決に寄与する
べきところであると思います。

以上のとおり、行政書士は、裁判に至る前までの間で、私的自治での解決ができる段階であるならば、依頼者の代理人
として、協議、交渉、締結、作成、提出、訂正、修正、相手方からの質問に対する回答の意思表示などの一連の行為を
行うことができると、今までに述べたことから導くことができのであるが、ここまで述べるのに実に５５００文字以上、並べな
ければならないのである。

ぜひとも、国民の権利利益の実現のために、弁護士法、行政書士法のどちらかに明確に示すか、あるいは解釈基準とし
て既に判例や弁護士法を所管する法務省の公権解釈が出ているのだからこそ、通達などをもって、確立していただき、
弁護士は、裁判でしか解決ができないほどに当事者間で揉めてしまっていてそのことが顕著になっているという高度な蓋
然性がある案件のみ無資格者の関与を拒む非弁行為と扱うべきところを確立してもらいたい。

個人 総務省
番号24「行政書士における示談交渉や契約締結などの代理行為が可能であることの確立１」の回答をご参
照ください。
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32 令和8年6月23日 令和8年7月16日

行政書士における示
談交渉や契約締結
などの代理行為が
可能であることの確
立９

行政書士が法第１条の４第１項第３
号に契約その他に関する書類を代
理人として作成できるとして平成１４
年７月１日から改正施行されてい
る。

他の法律に制限されないことから、
行政書士が裁判外では、依頼者の
代理人として相手方と協議・交渉・
締結・書面作成・訂正・修正・提出な
どの何れの行為をも含む契約代理
権が付与されております。

このことを、弁護士、行政書士、一
般国民が明確に分かるように法律
の改正あるいは通達等で確立して
いただきたい。

そして、そうでない限りの間は、行政分野なのだからこそ、行政書士のテリトリーであり、行政書士が積極的に関与するこ
とで、弁護士のような高額にならず、素早く、そして依頼者の権利利益実現の意向に沿った柔軟な形で、解決できる場面
が一層、増えることであることはいうまでもありません。

その結果、多くの国民が救われることは間違いないと思います。
あとは、国民自身が、自身の考え方に基づき、行政書士に先に依頼するか、あるいは最初から弁護士に依頼をするか、
はたまた自分で交渉等を行うかを考えれば良いと思うのです。

ぜひとも、今までに述べていた内容の実現を早急にしていただき、周知徹底をお願いしたいのです。

長々と申し訳ございませんが何卒、よろしくお願い申し上げます。

個人 総務省
番号24「行政書士における示談交渉や契約締結などの代理行為が可能であることの確立１」の回答をご参
照ください。

33 令和8年6月23日 令和8年7月16日
行政指導案件の完
了表示に第三者検
証を義務化

個人情報漏えい、通信の秘密侵
害、重要インフラ障害等に関し、行
政指導又は勧告を受けた事業者が
再発防止策の「完了」又は「終了予
定」を公表する場合には、監督官庁
又は登録監査人等による第三者検
証を経た項目と、自主申告段階の
項目を明確に区分表示する制度へ
改めていただきたいです。あわせ
て、委託先分離、残存データ削除、
認証基盤停止等の重要項目につい
ては、完了日、検証主体、未了部
分及び残存リスクを統一様式で公
表し、行政側も検証未了の段階で
は実質的な完了認定を行わない運
用を明文化していただきたいです。

LINEヤフー株式会社公表では、日本向け事業に関するNAVERグループへの開発委託は二〇二五年十二月末終了、技
術・システム利用は二〇二六年三月末終了、残存データ削除は二〇二六年六月末実施予定とされています。すなわち、
利用者・国民が確認できるのは工程表と自己申告が中心であり、重要事項ごとに第三者検証済みか否かが一見して判
別できる構造にはなっていません。他方、個人情報保護委員会年次報告では、令和五年度の個人データ漏えい等報告
は一二一二〇件に達し、五万人超の漏えい等事案も六一件存在しています。総務省指導や個人情報保護委員会の行
政対応を受けた大規模案件において、事業者の「完了」「縮小」「終了予定」という表現が、行政上の確認済み事項と混在
したまま流通すると、利用者保護と市場規律の双方を弱めます。再発防止策のうち、委託先分離、認証基盤停止、残存
データ削除等は、未了部分が少し残るだけでもリスクの性質が大きく変わります。第三者検証の有無、未了範囲、期限
超過、残存リスクを統一表示させれば、事業者の説明コストは増えても、利用者の判断誤認、監督官庁への照会負担、
同種事故後の追加行政コストを抑制できます。大規模案件のみでも様式を統一すれば、再発防止策の進捗比較が可能
となり、実効的な監督の底上げと、説明不足に起因する市場不信の縮減が期待できます。加えて、行政内部でも担当交
代時の引継ぎ負担が軽減され、継続監督の実務効率向上が見込まれます。

個人
総務省
個人情報保護
委員会

【個人情報保護委員会】
個人情報保護委員会は、個人情報保護法の規定の施行に必要な限度において、個人情報取扱事業者等に
対し、個人情報等の取扱いに関し必要な指導及び助言をすることができます（個人情報保護法第百四十七
条）。また、個人情報取扱事業者等が個人情報保護法の規定に違反した場合において個人の権利利益を保
護するため必要があると認めるときは、当該個人情報取扱事業者等に対し、当該違反行為の中止その他違
反を是正するために必要な措置をとるべき旨を勧告することができます（個人情報保護法第百四十八条）。
なお、指導等を行った個人情報取扱事業者に対して、その後の対応状況を公表することを義務付ける規定
はございません。

【総務省】
総務省は、電気通信事業法の施行に必要な限度において、電気通信事業者等に対し、報告徴収及び立入
検査を行うことができます（電気通信事業法第百六十六条）。通信の秘密の漏えい事案が発生した場合に
は、電気通信事業者は総務省への報告を義務付けられており、報告をせず、又は虚偽の報告を行った場合
には罰則が課されます（同法第二十八条第一項第二号イ、同法第百八十八条第一項第六号）。また、事業
者が報告徴収に虚偽の報告をした場合、立入検査を拒否した場合等にも同様に罰則が課されます（同法第
百六十六条、同法第百八十八条第一項第十八号）。なお、利用者利益の保護等を目的として必要に応じ、電
気通信事業者等に対して総務省の任務又は所掌事務に基づき行政指導を行う場合があります。

【個人情報保護委員
会】
個人情報保護法第百
四十七条、第百四十八
条

【総務省】
電気通信事業法第二
十八条第一項第二号
イ、第百六十六条、第
百八十八条
総務省設置法第三条、
第四条
行政手続法第三十二
条、第三十五条

その他

【個人情報保護委員会】
個人情報保護委員会が個人情報取扱事業者等に対して指導・助言、勧告した場合、個人情報保護法上、当
該事業者に対して、その後の対応状況を公表することは義務付けてはおらず、事業者の判断の下で任意に
公表しているものです。個人情報の漏えい等の事案は、それぞれ個別の発生原因等によるものであり、それ
に応じた再発防止策等も事案ごとに異なるため、公表事項の統一は困難であり、また、公表事項を統一する
ことにより、かえって事業者の自主的・主体的な検証の機会を縮小しかねないと考えます。
そのため、統一様式による公表の義務付けは必ずしも適当ではないと考えます。
なお、現行制度においても、当委員会が指導、勧告等の権限行使を行った後の、事業者における対応状況
についてはフォローアップしており、必要に応じてその状況を当委員会のホームページに公開しております。
引き続き、事業者における対応状況を適切にフォローアップしていくとともに、利用者への情報提供に努めて
参ります。いただいたご意見は今後の参考とさせていただきます。

【総務省】
通信の秘密の漏えい事案は、事案ごとに発生原因や再発防止策が異なり、統一様式による公表の義務付け
は必ずしも適当ではないと考えます。他方で、監督官庁として、必要に応じて報告徴収等を実施することも含
め、事業者の着実な再発防止策の履行の監督を行うこと、また、利用者への情報提供の充実を図ることは
重要であると認識しております。いただいたご意見は今後の参考とさせていただきます。

34 令和8年6月23日 令和8年7月16日
旅客船事業の実質
的支配者審査と再
参入制限

旅客運送を行う海上運送事業の登
録又は許認可審査について、代表
者名義のみならず、実質的支配
者、主要出資者、運航指図者、資
金管理者、船舶管理責任者及び実
務統括者まで確認対象を拡張し、
重大事故、無登録運航、重大法令
違反を起こした主体と実質的に同
一と認められる者については、別法
人、別団体、代表者変更又は事業
譲渡後であっても一定期間の再参
入を制限してください。虚偽申告、
名義貸し及び処分逃れには取消し
及び公表を可能としてください。

重大事故や無登録運航が疑われる事案において、代表者名のみを差し替え、別団体又は別法人へ移し替えるだけで実
質的に同一の主体が活動を継続できるなら、行政処分及び欠格事由は実効性を失います。国土交通省の安全対策資
料でも、事故等発生後に事業廃止届を先に提出されると処分できないため、廃止届を一月以上前の事前届出制とする
必要があると整理され、現在の海上運送法関係手続でも事業廃止は三十日前届出とされています。つまり、国自身が処
分逃れの構造を既に認識していることになります。しかし、形式上の申請者や役員だけを中心とした審査では、実質的支
配者、資金提供者、継続的な運航指図者が審査の外へ残るおそれがあります。仮に初回審査で追加確認項目が七項目
増え、各項目の確認に五分を要しても追加負担は三十五分です。他方、重大事故発生後には捜査、被害者対応、訴訟、
再監査、再発防止命令等に長期の社会的費用が生じます。名義替えや団体替えでは逃げられない制度へ改めること
は、悪質主体の市場退出を促し、安全性及び信頼性を実質的に高める合理的改革です。利用者側が内部支配構造を把
握することは困難である以上、行政審査段階で実質的同一性を捕捉する仕組みが不可欠です。

個人 国土交通省

人の運送を行う船舶運航事業は、海上運送法に基づき、事業類型に応じて許可又は登録の対象となりま
す。 現行法令では、申請者本人が一定の前科、許可取消し・登録取消し等の経歴を有する場合のほか、法
人の役員、密接関係法人、一定の実質的支配関係にある者が同様の経歴を有する場合においても許可又
は登録を受けられない制度となっております。また、虚偽申告や、名義を借りて許可又は登録を受けた者に
ついては許可又は登録の取消しがなされます。さらに、行政処分が決定される前に処分逃れの事業廃止を
行った者についても、事業の許可又は登録による再参入が規制されます。 なお、許可又は登録等の行政処
分を行った場合については公表することとしています。

海上運送法第5条、第
17条、第19条の9、第
19条の14

海上運送法施行規則
第2条の2

現行制度下
で対応可能

人の運送を行う船舶運航事業については、申請者は海上運送法（以下「法」といいます。）に基づく事業類型
に応じて許可又は登録を受ける必要があり、申請者本人が一定の前科、許可取消し・登録取消し等の経歴
を有する者である場合のほか、法人の役員、密接関係法人及び一定の実質的支配関係にある者が同様の
経歴を有する場合においても、法第5条及び第19条の9に基づく欠格事由又は登録拒否事由に該当し、申請
者は許可又は登録を受けられない制度となっております。 また、虚偽申告や、名義を借りて許可又は登録を
受けた者については、法第17条又は第19条の14の規定により許可又は登録の取消しがなされます。さらに、
行政処分が決定される前に処分逃れの事業廃止を行った者についても、法第5条第4号又は第19の9第4号
の規定により、事業の許可又は登録による再参入が規制されます。 なお、許可又は登録の取消し等の行政
処分を行った場合は公表することとしております。

36 令和8年6月23日 令和8年7月16日
入管庁　申請取次
行政書士の業務範
囲について

　出入国在留管理庁（以下、入管
庁）では、各種申請について、行政
書士で申請取次の届出を行った者
（申請取次　行政書士と記す）に
は、許可・不許可の通知を行ってお
り、不許可の通知書には、不許可
理由も記載されている。
　しかし、不許可の理由の説明を入
管庁に確認に出向く際には、必ず
申請人本人の出頭も求め、申請取
次　行政書士単独には説明しない。

　入管庁は、申請取次　行政書士について、申請書の作成、申請、結果の受領等を業務として認めているが、今後は、
不許可理由の説明受領も申請取次　行政書士単独でも行えるようにし、申請取次制度を活性化させ、窓口の混雑緩和
や申請期間の短縮化、申請人の負担軽減等に努めるべきである。

個人 法務省

　在留資格変更許可申請、在留期間更新許可申請、永住許可申請又は在留資格取得許可申請に対し、不
許可の決定を行ったときは、不許可通知書を作成した上、申請人本人の出頭を求めて交付し、又は郵送す
ることとしています。
　当庁で定める行政書士の申請取次の範囲は、上記申請の手続（申請人本人の申請書の提出や在留カー
ドの受領）であり、不許可通知は申請人本人に交付又は郵送しており、申請人本人から不許可理由の説明
の求めがあった場合に申請人本人に対して行うこととしています。
　なお、不許可説明時に申請人本人が取次を行った行政書士の同席に同意した場合は、行政書士の同席を
認めることとしています。

出入国管理及び難民
認定法施行規則第59
条の４

対応不可

　不許可理由の詳細については機微な情報も含まれており、申請人本人に対して説明すべき性質のもので
す。
　なお、出入国管理及び難民認定法施行規則第59条の４において、行政書士の申請取次の範囲が規定され
ており、その内容は取り次ぐ外国人の各種申請の申請書等の提出、旅券等の提示、在留カードの受領であ
り、取り次いだ外国人の申請の不許可説明を行政書士単独で受けることは規定されていません。

37 令和8年6月23日 令和8年7月16日

ETC2.0一時退出（賢
い料金）における「道
の駅立ち寄り強制」
の撤廃と対象ICの全
国拡大

ETC2.0搭載車を対象とした高速道
路の一時退出（賢い料金）制度につ
いて、以下の規制緩和を提案する。
特定の「道の駅」への立ち寄り義務
を撤廃すること。給油、EV充電、コ
ンビニ利用等の目的を問わず、指
定ICからの一時退出を認めるべき
である。
一時退出を認めるICを、休憩施設
の間隔が長い区間だけでなく、全国
の主要ICへ全面的に拡大すること。
一時退出後の再進入までの制限時
間を、現在の2時間から、実用的な
給油や食事を考慮して3時間以上
に再延長すること。
これにより、高価なETC2.0車載器
の普及目的に合致した、利便性の
高い高速道路料金体系への転換を
求める。

【現状の課題と不合理性】
現行制度は特定の「道の駅」利用を強制しており、極めて限定的な運用に留まっている。SA/PAの混雑が常態化する中
で、給油やEV充電のために一度一般道へ降りると、初乗り料金が二重に発生するという「実質的な罰金」状態が、ドライ
バーの路外施設利用を妨げている。これは、ITS（高度道路交通システム）推進による利便性向上という本来の趣旨に反
する。
【実現による経済的・社会的効果】
渋滞・混雑の緩和：高速道路外のガソリンスタンドや駐車場、飲食店への分散を促すことで、SA/PAの劇的な混雑緩和と
事故防止に繋がる。
地域経済の活性化：IC周辺の店舗が高速道路利用者を取り込めるようになり、地方創生に直結する。
インフラ維持コストの削減：新たなSA/PAを建設・拡張する代わりに、既存の民間施設を有効活用できるため、莫大な公
共投資を抑制できる。
物流効率の向上：大型車の休憩場所確保が容易になり、物流業界の「2024年問題」対策としても有効である。
EV普及の促進：高速道路内の不足する充電器に頼らず、路外の急速充電器を活用しやすくなる。
「特定の施設を優遇する」という現行の歪な設計を廃止し、「利用者の利便性と社会全体の効率化」を最優先した制度設
計への転換が不可欠である。

個人 国土交通省

○高速道路の基本的サービスとして本来SA/PA等で提供すべき休憩サービスが提供できない区間を対象
に、24時間、駐車場及びトイレ等を利用できる道の駅（全国29箇所）に立ち寄る場合に限定して、特例的に高
速道路からの一時退出を認める社会実験を平成29年２月より実施しています。

○これまでの実験で、２時間以内に高速道路に戻る車両が大宗であること、休憩以外の目的で一時退出した
車両が確認されたことから、令和４年７月より、一時退出可能時間を３時間から２時間に変更しています。

○また、SA/PA等で提供すべきEV充電サービスが提供できない区間として、東海環状道大野神戸ICにおい
て、充電のために近傍に位置する道の駅に立ち寄る場合に限定して、特例的に高速道路からの一時退出を
認める社会実験を令和８年１月より実施しています。

なし 検討を予定

・高速道路制度は、利用者に支払いいただく料金収入で、維持管理や建設・更新に要する費用を償う仕組み
であり、その建設・更新に係る有利子債務はR6年度期首で約25兆円に及びます。

・一方で、高速道路は日約1,000万台の車が、様々な目的で、様々な形態（片道や往復利用、短時間での乗
り降り利用など）利用していることから、料金は公平に負担いただく必要があり、１回のご利用ごとに「利用距
離×1kmあたり料金＋ターミナルチャージ150円」を基本としています。

・一時退出を目的やICを問わず拡大するご提案ですが、維持管理や建設・更新に要する費用を償うための
料金収入に大きな影響が及び、新たな財源を確保しない限り、維持管理や老朽化対策、地方部からご要望
の多い暫定二車線区間の四車線化等の安全・安心の確保のための施策遂行にも影響が及ぶため、慎重な
検討が必要と考えます。

・さらに、多様な目的・形態での利用がある中で、再進入までの制限時間などの一時退出の条件を公平に設
定することも難しいと考えます。

・まずは現在実施中の社会実験を通して、効果と課題の把握に努めてまいります。
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グ・グルー
プにおけ
る処理方

針

所管省庁の検討結果
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主体

38 令和8年6月23日 令和8年7月16日
小型家電・パソコン
回収制度の整理統
合

使用済小型電子機器等の再資源
化の促進に関する法律と資源の有
効な利用の促進に関する法律につ
いて、個人・自治体・法人の排出者
区分ごとに入口が分かれる現行構
造を見直し、少なくとも国民向け案
内、自治体向け運用、法人向け処
理・再資源化導線を単一ポータルと
統一様式で整理していただきたい
です。特にパソコンのような重複対
象は、回収責任、引渡先、データ消
去、再資源化責任、費用負担、違
法回収回避の方法を一画面で明示
し、自治体窓口でも同一説明ができ
るようにしていただきたいです。

小型家電リサイクル制度は、令和五年度回収量が八万六千四百十トンにとどまり、制度目標十四万トンを大きく下回って
おります。制度参画は全市区町村の九割超に及ぶ一方、一人当たり一キログラムの目安を達成した市区町村は約二
五％、〇・一キログラム未満は約四二％と自治体間格差も大きい状況です。他方、資源有効利用促進法に基づくパソコ
ンの令和六年度自主回収実績は二十七万八千九百八十九台、一千五百二十五トンであり、パソコンはメーカー回収制
度と小型家電制度の双方にまたがって見えます。さらに法人は廃棄物処理法上の排出事業者責任が前面に出るため、
再資源化より適正処理の説明が先行しやすく、制度理解と実務導線が分断されています。入口の一本化、重複対象の
整理、単一案内化が実現すれば、自治体説明コスト、誤排出、違法回収流出、再問い合わせを減らし、資源回収量の底
上げ、事業者負担の軽減、資源循環の実効性向上が期待できます。

個人
経済産業省
環境省

○資源有効利用促進法（平成３年法律第48号）では、主として資源の有効利用の観点から、指定再資源化
製品としてパソコン（重量が１kg超のものに限る。）を指定し、その製造事業者・輸入販売事業者に対して自
主回収・再資源化を求めるところであり、主として、パソコンメーカー各社が加盟する一般社団法人パソコン３
R推進協会（https://www.pc3r.jp/）により、統一的な自主回収・再資源化が実施されているところです。なお、
指定の回収方法にて無償で回収しており、個人情報の取扱いについては、ハードディスクの破壊などの情報
漏洩を防止するための措置を行い、再資源化が実施されている状況です。
○小型家電リサイクル法（平成24年法律第57号）では、廃棄物の適正な処理及び資源の有効利用の観点か
ら、小型家電リサイクル認定事業者として認定を受けた再資源化事業者により、パソコンやスマートフォン等
の有価性が高い品目は特に重要な回収対象として扱われています。また、一般消費者から廃棄される一般
廃棄物としても、自治体における小型家電リサイクルに係る取組も進んでおり、令和６年度時点で、約90％の
自治体（人口ベースで約95％）において実施されている状況です。なお、小型家電リサイクル認定事業者に
おいては、個人情報を記録する小型家電を取り扱う場合、認定に係る基準として情報機器端末の個人情報
管理を義務付けており、当該基準への適合維持状況については、行政庁の定期的な立入検査において確認
を実施しているところです。

資源の有効な利用の
促進に関する法律及
び・使用済小型電子機
器等の再資源化の促
進に関する法律

対応不可

小型家電リサイクル法と資源有効利用促進法について、それぞれの趣旨・目的に基づく回収・再資源化が実
施されている状況であり、ご指摘のあったパソコンも含め、全国で取扱いを一律化するような法制度等は考
えておりませんが、地方公共団体との連携も図りつつ、各法令に関する国民への周知等も進め、引き続き社
会全体として回収・再資源化の取組を進めることが重要と考えております。

39 令和8年6月23日 令和8年7月16日
高速回線と宅内機
器表示の横断整備

10Gbps・25Gbps級の固定回線及び
携帯回線について、最大速度表
示、ベストエフォート、WAN側・LAN
側の差異、推奨機器、ルーター、無
線規格、セキュリティ更新、短期解
約時の救済を横断整理することを
提案します。高速回線を販売する
場合は、実効利用に必要な機器構
成、追加費用、サポート期限、品質
不良時の無償解約又はMNP条件を
契約前に明示すべきです。

10Gbps回線は、契約だけで実効速度が出るものではなく、10GbE対応ルーター、LAN側ポート、Cat6A以上のケーブル、
端末側NIC、無線規格、プロバイダ混雑が関係します。25Gbps級では25GbE対応ルーター、スイッチ、NIC、光モジュー
ル、発熱、消費電力、保守まで必要となり、一般消費者の判断負担はさらに重くなります。通信は行政手続、決済、就
労、防災の前提であるため、実質的に使えない品質でも接続していると扱う運用は生活基盤に適しません。また、WAN側
のみ高速対応でLAN側が1GbE又は2.5GbE中心の機器でも高速対応と見える場合、消費者が宅内全体で高速利用でき
ると誤認するおそれがあります。契約前表示を整備し、仮に高速回線契約者100万件のうち5％で一件1万円の不要購入
を防げば、50億円規模の消費者負担削減が見込まれます。さらに無線ルーターは家庭内ネットワークの入口であり、
ファームウェア更新、脆弱性対応、サポート期限も安全性に直結します。高速回線の販売と機器・保守情報の説明を分
離したままでは、消費者が追加費用とセキュリティリスクを負うことになります。

個人 総務省
電気通信事業法施行規則において、電気通信事業者は、契約に際して電気通信役務の品質に関する説明
をすることとしています。

電気通信事業法施行
規則

対応不可
ご指摘の条件等の明示について、速度の推定に必要な要素は多岐にわたり、また、実地の状況に応じた変
動も大きいことから、一定の確度を持った条件をあらかじめ示すとことは困難となります。

40 令和8年6月23日 令和8年7月16日
電子機器処分制度
の一体整理

家電、パソコン、スマートフォン、小
型電子機器の処分について、再資
源化、廃棄物処理、データ消去、費
用負担、証明書、自治体・メーカー・
認定事業者の責任分界を一体で示
す統一案内基準の整備を求めま
す。粗大ごみ、メーカー回収、小型
家電回収等の違いを国民が判断で
きる制度にすべきです。

電子機器の処分は、特定家庭用機器再商品化法、資源有効利用促進法、廃棄物処理法、小型家電リサイクル法等に
分かれています。各制度の目的は理解できますが、国民から見れば、不要なパソコン、スマートフォン、小型家電を安全
に処分する一つの行為です。現状では、メーカー回収、小型家電回収、自治体回収、粗大ごみ埋立、認定事業者回収が
併存し、自治体窓口でも「どちらでもよい」と案内される場合があります。しかし、電子機器は単なる資源や廃棄物ではな
く、個人情報、認証情報、業務データ、金融・決済情報を含む情報端末です。回収やリサイクルが無料でも、データ消去
は有料又は排出者責任とされることがあり、安全性、費用、責任が分かりにくい状態です。国が統一案内基準を整備す
れば、自治体の説明負担、国民の判断負担、情報漏えいリスク、不適正処理や違法回収への流出を減らし、資源循環と
個人情報保護を両立できます。

個人
経済産業省
環境省

○資源有効利用促進法（平成３年法律第48号）では、主として資源の有効利用の観点から、指定再資源化
製品としてパソコン（重量が１kg超のものに限る。）を指定し、その製造事業者・輸入販売事業者に対して自
主回収・再資源化を求めるところであり、主として、パソコンメーカー各社が加盟する一般社団法人パソコン３
R推進協会（https://www.pc3r.jp/）により、統一的な自主回収・再資源化が実施されているところです。なお、
指定の回収方法にて無償で回収しており、個人情報の取扱いについては、ハードディスクの破壊などの情報
漏洩を防止するための措置を行い、再資源化が実施されている状況です。
○小型家電リサイクル法（平成24年法律第57号）では、廃棄物の適正な処理及び資源の有効利用の観点か
ら、小型家電リサイクル認定事業者として認定を受けた再資源化事業者により、パソコンやスマートフォン等
の有価性が高い品目は特に重要な回収対象として扱われています。また、一般消費者から廃棄される一般
廃棄物としても、自治体における小型家電リサイクルに係る取組も進んでおり、令和６年度時点で、約90％の
自治体（人口ベースで約95％）において実施されている状況です。なお、小型家電リサイクル認定事業者に
おいては、個人情報を記録する小型家電を取り扱う場合、認定に係る基準として情報機器端末の個人情報
管理を義務付けており、当該基準への適合維持状況については、行政庁の定期的な立入検査において確認
を実施しているところです。

資源の有効な利用の
促進に関する法律及
び・使用済小型電子機
器等の再資源化の促
進に関する法律及び・
廃棄物の処理及び清
掃に関する法律及び・
特定家庭用機器再商
品化法

対応不可

ご指摘のあった電子機器の処分に関しては、家電リサイクル法、資源有効利用促進法、廃棄物処理法及び
小型家電リサイクル法それぞれの趣旨・目的に基づく回収・再資源化が実施されている状況でありそれらの
取扱いを全国で一律化するような法制度等は考えておりませんが、地方公共団体との連携も図りつつ、各法
令に関する国民への周知等も進め、引き続き社会全体として回収・再資源化の取組を進めることが重要と考
えております。

41 令和8年6月23日 令和8年7月16日

自己注射指導管理
料等の算定根拠お
よび導入初期加算
の不当利得性に関
する公開質問ならび
に実態調査の要求

自己注射指導管理料および導入初
期加算、特定疾患管理料の算定要
件を、提供役務の実態に基づき厳
格化、または廃止することを提案す
る。
特に、メーカー提供のマニュアルや
動画に依存し、医師独自の技術的
介入がない指導を管理料の対象外
とすること。また、治療未開始期間
や処方のない月における「導入初
期加算」の徴収を「不当利得」として
禁止し、患者が実態のない管理を
拒否できる権利を保障すべきであ
る。
行政は本提案に対し、定型句によ
る回答ではなく、通常診療の助言と
「管理」の質的差異、および行為の
不在下での課金の正当性につい
て、論理的な書面回答を提示され
たい。

現行の診療報酬制度は、医療技術の進歩による「指導の簡便化」を患者の利便性に還元せず、実体のない「管理」という
名目で不透明な徴収を継続させる装置と化している。以下にその論理的破綻を指摘する。
１．役務の主体は医師ではなく民間企業（メーカー）にある。
自己注射デバイスは高度に洗練されており、医師が行う「指導」の実態はメーカー作成の説明書や動画の提示に過ぎな
い。製品の安全性を行政自らが担保したメーカーの努力にタダ乗りし、医師独自の技術介入がない状況で高額な管理料
を課すことは、役務の詐取であり経済的合理性を欠く。
２．時間軸における論理の飛躍
特に「導入初期加算」において、治療を一度も実行していない「未使用期間」や、処方のない月でも機械的に加算が行わ
れている。行為が不在であるにもかかわらず「初期」という属性を付与して課金する運用は、公的制度における不当な利
得である。
３．基本診療との境界の曖昧さ
医師には本来、疾患を問わず日常生活の助言や抑止を行う義務がある。特定疾患における生活指導と、一般疾患にお
ける安静指示等の間に、数千円の差額を正当化するほどの「質的・専門的な差異」は存在しない。
以上、薬という生存に不可欠な存在を人質にした「抱き合わせ販売」に近い現状を放置することは、病苦に苦しむ患者へ
の不適切極まりない権利侵害である。行政には、管理の定義を「能動的なモニタリング」や「医師固有の技術提供」に限
定する等の抜本的改革を強く求める。また、実態のない「管理」による詐欺的請求が全国的に常態化している現状を放置
せず、早急に現場の指導実態の調査・制度の適正化を断行せよ。具体的な返答を強く望む

個人 厚生労働省

１．診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）の在宅自己注射指導管理料の注１には「自己
注射に関する指導管理を行った場合に算定する」との記載があります。また、「診療報酬の算定方法の一部
改正に伴う実施上の留意事項について（令和８年３月５日保医発0305第６号）」第２節第１款在宅療養指導管
理料の通則において、当該指導料を算定するにあたっては、患者の医学管理、在宅療養の方法、注意点、
緊急時の措置に関する指導、緊急事態に対処できる施設の体制を求めております。薬剤の導入に当たって
の指導において製薬企業の作成した資材を活用することはあるものの、適切な指導を行う最終的な責任は
医師にある上、当該管理料は指導のみではなく、製剤の使用決定、使用中の医学管理や緊急事態への対
処等への評価も含まれております。これらの要素については製薬企業の関与するところではなく、医師独自
の技術介入にて行われていることから、ご指摘のような状況は生じていないと考えます。

２．「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について（令和８年３月５日保医発0305第６
号）」において、在宅自己注射指導管理料の導入初期加算は「対面診療を行った場合に限り、算定できる」と
あります。対面診療の結果として、診察日当日の治療や薬剤の処方が行われない場合もあるものと考えま
すが、導入初期加算は少なくとも対面診療及び加算の本体である在宅自己注射指導管理料の算定要件を
満たす適切な指導管理が行われた上で算定されるものです。

３．在宅自己注射指導管理料を算定する場合、在宅自己注射を行う患者に対し、療養上必要な事項につい
て適正な注意及び指導を行った上で、当該患者の医学管理を十分に行い、かつ、在宅療養の方法、注意
点、緊急時の措置に関する指導等を行うという一般疾患の受診より専門的な指導管理を行う必要があるう
え、医療機関は緊急事態に対処できる体制等を具備する等、追加の対応を求められております。在宅自己
注射指導管理料はこれらの点を評価した管理料であり、ご指摘のような一般的な診療との差異がない状態
ではなく、まさに「能動的なモニタリング」や「医師固有の技術」を含めて評価した点数であることから、本件に
ついては現行制度下で適切に対応されていると考えています。また、当該管理料を算定するにあたって患者
へ適切に指導管理が行われているかどうかの調査等については、現行においても厚生局による指導等によ
り実施されています。

健康保険法第76条第２
項
高齢者の医療の確保
に関する法律第71条
第１項
診療報酬の算定方法
（平成20年厚生労働省
告示第59号）
診療報酬の算定方法
の一部改正に伴う実施
上の留意事項につい
て （令和８年３月５日
保医発0305第６号）

１．事実誤
認
２．事実誤
認
３．現行制
度下で対応
可能

制度の現状欄のとおりです。

42 令和8年6月23日 令和8年7月16日
短時間労働者の社
会保険適用基準の
見直し

短時間労働者の社会保険適用につ
いて、週所定労働時間20時間以上
及び2か月超の雇用見込みという形
式基準だけでなく、一定期間の実
労働時間の平均、反復更新、同一
事業所内の雇用分割、複数店舗間
での勤務調整、スポットワークの常
態化を踏まえ、実態に応じて加入対
象を判断する制度へ見直していた
だきたい。併せて、20時間未満契約
の集中状況を業種別、企業規模別
に調査し、加入回避を抑制する監
督指導基準及び事業主向け説明を
整備していただきたい。特に、同一
業務を複数の短時間労働者に分散
している場合には、制度趣旨に照ら
した確認手続を設けていただきた
い。

令和7年版高齢社会白書では、高齢化率は29.3％、令和52年には38.7％に達するとされており、社会保障制度を支える
就労者層の確保は急務である。一方、現行制度では週20時間未満であれば原則として短時間労働者の社会保険加入
対象から外れやすく、企業が社会保険料負担を避けるために19時間台の契約、短期雇用の反復、スポットワークへの置
換を選択する誘因が残る。例えば本来週25時間働ける者100人が週19時間に抑制された場合、週600時間、年間約3万
1200時間の労働機会が失われ、週40時間換算で約15人分の労働力が制度上の壁により活用されない計算となる。中小
企業白書でも中小企業の労働分配率は8割近く、更なる賃上げ余力は厳しいとされており、企業側の負担感にも一定の
合理性はある。しかし、そのまま形式基準を維持すれば、安定雇用、社会保険加入、所得向上が同時に妨げられる。実
労働時間や反復更新を踏まえた適用判断を導入すれば、加入回避を抑制し、保険料収入の安定、就労時間の拡大、人
手不足の緩和、生活不安の低減が期待できる。また、短時間雇用を前提とした採用が減れば、現場教育の反復、急な欠
員補充、労務管理の分散に伴う管理コストも抑制される。企業規模要件が段階的に縮小されるほど、制度回避の誘因は
小規模事業者にも広がるため、早期の調査と基準整備が必要である。制度の入口を実態重視に改めることは、単なる規
制強化ではなく、労働者、企業、社会保障財政の三者にとって予見可能性を高める行政改革である。特に、制度逃れを
前提としない企業ほど不利になる逆選択も防げる。

個人 厚生労働省

特定適用事業所（厚生年金保険の被保険者（短時間労働者を除く）の数が51人（※１）以上の事業所）に勤
務し、１週間の所定労働時間または1月の所定労働日数が通常の労働者の４分の３未満である方のうち、①
週の所定労働時間が20時間以上、②学生ではない、③所定内賃金が月額８.８万以上（※２）という３つの要
件すべてに該当する方は、短時間労働者として健康保険・厚生年金保険の加入対象となります。
また、日々雇い入れられる方や、２か月以内の期間を定めて使用され、定めた期間を超えて使用されること
が見込まれない方等は、加入対象から除かれます。
※１　令和９年10月より36人以上に拡大。以降段階的に拡大。
※２　令和８年10月に撤廃予定。

健康保険法第３条第１
項
厚生年金保険法第12
条

現行制度下
で対応可能

　週所定労働時間20時間以上の要件については、就業規則や雇用契約書等で定められた所定労働時間が
週20時間未満の場合であっても、実際の労働時間が２か月連続で週20時間以上となり、引き続き同様の状
態が続く見込みの場合には、実際の労働時間が週20時間以上となってから３か月目の初日に被保険者の資
格を取得するものとして取り扱っております。
　また、２か月超の雇用見込み要件についても、就業規則や雇用契約書等において、その契約が「更新され
る旨」又は「更新される場合がある旨」が明示されている場合や、同一事業所において、同様の雇用契約に
基づき雇用されている者が、更新等により最初の雇用契約の期間を超えて雇用された実績がある場合は、
雇用期間の当初から被保険者の資格を取得するものとして取り扱っております。
　また、後段のご提案については、短時間労働者に対して適正に健康保険・厚生年金保険を適用するため
に、対象事業所に対し日本年金機構による事業所調査を優先的に行い、制度周知や事業所調査を従来から
行っているところであり、また、従業員一人一人の制度理解のため、制度周知や個別相談の実施に当たり、
専門家である社会保険労務士を、①事業所内で実施する従業員向け説明会へ派遣すること、②事業者団体
等が開催する講演会・研修会へ派遣すること等の事業を実施しているところです。引き続きこうした取り組み
を継続してまいります。
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43 令和8年6月23日 令和8年7月16日
障害年金における精
神障害者に対する
不合理の改善要望

現行の障害年金における精神障害
の認定基準は、身体障害の評価モ
デルの日常生活動作に過度に依存
しており、精神疾患の本質である
「内面的な苦痛」や「持続的な生活
の質の著しい低下」が正当に評価さ
れていません。
つきましては、診断書および判定プ
ロセスにおいて
外見的な「動作の可否」ではなく、
医師が診断する「精神的苦痛の度
合い」を主たる判定根拠とするよう、
制度の是正を強く要望いたします。

さらに精神障害者については、身体
障害者と同様に日常生活能力を基
準として認定を行う一方で
精神障害者のみに定期的な更新義
務を課している極めて不合理な運
用の早急な是正を求めます。

精神障害者のみに更新義務を課していることは
評価基準においては障害の固定を前提としながら、運用においては変動性を理由に
権利の不安定化を許容している点で
制度設計そのものに著しく整合性を欠いています。
法の下の平等にも明確に反しています。

要請は

・判定基準において、日常生活能力のチェックリストよりも、医師が記述する「精神的苦痛の深刻さ」の配分を主体とし評
価を高くすること。

・「無理をすればできるが、その後に強い疲弊や症状の悪化を伴う」場合を、一貫して「できない」と同等に評価する基準
を明文化すること。

・認定医や審査側が、書類上の数値だけでなく、医師の所見から読み取れる「精神症状による生活の質の欠損」を日常
生活能力以上に最重視するようガイドラインを改定すること。

・医師の所見だけではなく申請者の意向も汲みする記述の記載の書類を、更新時も診断書とは別に提出要件とすること

・精神障害者のみに2年から5年に1度の更新を義務付ける不合理を是正し、認定基準を日常生活能力にするのであれ
ば身体障害者や知的障害者と同等に更新義務の撤廃をすること

・精神障害者のみ更新を課すのであれば認定基準も精神症状の強度や変動性、持続的苦痛のみを認定基準とすること

これら不合理は多くの精神科医、法曹、当事者団体からも長年に渡り、その整合性や論理性の破綻を指摘されていなが
ら厚生労働省は是正してきませんでした。

内閣府で早急な制度改善や、厚生労働省や年金事務所の運用改善を求めます。

会社・団体 厚生労働省

・障害年金の診断書（精神の障害用）では、「日常生活能力の判定」や「日常生活能力の程度」だけでなく、現
症時の病状や状態像、その程度や症状などについても具体的に記載いただくこととしており、認定に当たっ
てはこれらを総合的に判断しています。
・なお、 「精神の障害に係る等級判定ガイドライン」においては、「就労の影響により、就労以外の場面での
日常生活能力が著しく低下していることが客観的に確認できる場合は、就労の場面及び就労以外の場面の
両方の状況を考慮する」としております。
・現在、新規請求の時のみ提出を求めている申請者等からの申立書（病歴・就労状況等申立書）について、
更新時も提出を要件とする旨のご要望については、他方で新規請求時においても申立書を提出したくないと
いう要望もある中で、更新時において提出を必須とすることには十分かつ慎重な検討が必要と考えていま
す。ただし、更新の診断書に申立書を添付していただくこと自体を否定するものではないことから、自ら添付
いただくことは差し支えありません。
・更新については、精神障害の方にのみ義務付けているものではなく、身体障害（外部障害・内部障害）や知
的障害の方についても、障害の状態が永久固定であると認められない場合は、受給権者等の症状に応じ、１
年から５年の更新期間を設定し、再認定（更新）を実施しているところです。

なし
現行制度下
で対応可能

制度の現状欄に記載のとおりです。

44 令和8年6月23日 令和8年7月16日
火入れ許可・屋外火
気届出の電子化と
気象連動化

森林法第21条に基づく火入れ許可
及び火災と紛らわしい煙等を発する
行為の届出について、自治体ごと
の紙申請、窓口提出、消防署別運
用を見直し、e-Gov又は共通APIで
電子化すべきである。申請時に地
図情報、作業日時、消火準備、責
任者連絡先、周辺森林との距離を
登録させ、林野火災注意報・警報、
乾燥、強風、少雨情報と連動して自
動警告、延期勧告、消防への共有
を行う制度とする。紙申請を残す場
合も、自治体側で同一データ項目
に入力し、全国比較できる形式に統
一すべきである。許可、届出、取
消、延期の履歴も残し、事後検証に
用いる。

令和6年の林野火災831件のうち、たき火245件、火入れ153件で、両者だけで398件、全体の約48％を占める。これは林
野火災の相当部分が人の火気使用管理に起因していることを示す。にもかかわらず、火入れ許可や屋外火気の届出
は、自治体、消防本部、条例ごとに様式、提出期限、添付書類、連絡方法が分かれ、紙、窓口、電話確認が残りやすい。
令和8年から林野火災注意報・警報の運用が進んでも、申請情報と気象情報が連動しなければ、危険日に火気使用を抑
止する実効性は限定的である。電子化により、申請者、場所、日時、責任者、消火準備を事前把握でき、消防の現場確
認、住民通報対応、誤報出動を減らせる。仮に火気使用由来の林野火災の1割を抑制できれば、年間40件程度の予防
効果が期待できる。1件当たり平均損害額を令和6年実績から単純計算すると約89万円であり、直接損害だけでも約
3,500万円、消防出動、山林復旧、避難対応を含めれば更に大きな社会的コスト削減が見込まれる。申請者にとっても、
窓口訪問、紙資料作成、再提出の削減により、許可等取得期間の短縮が期待できる。また、届出情報を地図上で一元
管理すれば、消防が火災通報を受けた際に、届出済み作業か、無届又は異常な発煙かを早期に判断できる。高齢者や
小規模農林業者には代理入力や窓口支援を残しつつ、行政内部のデータ形式を統一すれば、デジタル弱者を排除せず
に事務負担と火災リスクを同時に下げられる。全国共通化により、自治体間で異なる提出期限や添付書類の確認負担も
圧縮できる。

個人
農林水産省
総務省

【火入れの許可申請について】
森林法においては、火入れを許可制としています。具体的には、
①森林又は森林の周囲1キロメートルの範囲内の土地で火入れをする場合には、市町村長の許可が必要で
あること、
②許可される行為は、造林のための地ごしらえ、開墾準備、害虫駆除、焼畑、採草地の改良といった目的に
限られること、
③あらかじめ必要な防火の設備をし、火入れをしようとする森林とその周囲1キロメートルの範囲内の土地所
有者又は管理者に通知すること、を規定しています。
市町村は、火入れの許可の手続及び運用を条例において定めており、多くの市町村では、火入れの許可を
行った場合、消防長や消防署長にその旨を通知することを条例等で定めています。

【火災と紛らわしい煙等を発する行為の届出について】
「火災とまぎらわしい煙又は火炎を発するおそれのある行為の届出」は、火災予防条例（例）第45条第1項を
踏まえ、各市町村条例において地域の実情にあわせて運用されているものと承知しておりますが、当該届出
については「e-Gov電子申請」に登録しており、e-Govによる当該届出の電子申請の利用を希望する消防本
部では利用可能となっています。

【火入れの許可申請に
ついて】
火入れに関する条例

【火災と紛らわしい煙
等を発する行為の届出
について】
火災予防条例（火災予
防条例（例）第45条）

【火入れの
許可申請に
ついて】
対応不可

【火災と紛ら
わしい煙等
を発する行
為の届出に
ついて】
（電子申請）
現行制度下
で対応可能
（申請時の
詳細情報連
携）対応不
可

【火入れの許可申請について】
電子による許可申請・届出については、農林水産省の方針に則って、順次進めていく考えです。
一方で、火入れについては、その実施に当たって、地況、林況、植生、気象状況等多岐の因子に配慮する必
要がある等高度の技術等を要するものであることから、許可の要件及び指示の内容については、地域の実
情に応じ市町村の条例、規則等において基準が作成され、運用されているものであること、また、当該申請
については、地図で森林との位置を示すために場所を図示したり、他の制度に基づく申請とあわせて自治体
における共通申請システムの一部として運用している自治体もあることから、全国で統一的な電子化は困難
です。

【火災と紛らわしい煙等を発する行為の届出について】
消防庁では、令和２年12月25日付けで電子申請手続の推進を図るよう各消防本部に通知しているところです
が、「e-Gov」の活用も含め、引き続き電子申請の導入に向けた取組を推進していきます。
一方で、当該届出の申請時に周辺森林との距離を登録させ、林野火災注意報・警報、乾燥、強風、少雨情
報と連合して自動警告、延期勧告、消防への共有を行う制度とすることについては、e-Gov等による統一的
電子化になじまないため、対応は困難です。
　まず、気象・地形・林野の規模等の地域差により指導すべき事項等が異なることから、御提案の申請情報
と気象情報を連動させる様式になじまないと考えられます。
　また、届出を統一的に電子化した場合、届出の際の確認事項や指導内容が不足するおそれがあり、伝達
すべき内容を保障できないこと、連絡先に誤りや虚偽があった際に連絡がつかなくなることから、御提案のよ
うな電子化はなじまないと考えられます。
　なお、消防庁においては、今年度の「林野火災予防に係る広報・啓発等モデル事業」の１つとして、消防本
部がオンラインによる火災と紛らわしい煙等を発する行為の届出を可能にするシステムを独自で開発する事
業について採択しており、その実効性について確認しているところです。
引き続き自治体等と緊密に連携しながら、林野火災予防の実効性を高めてまいります。

45 令和8年6月23日 令和8年7月16日
ベストエフォート型回
線の説明義務適正
化

最大10Gbps等のベストエフォート型
固定通信サービスについて、広告
及び契約前説明において、最低速
度保証がないことだけでなく、ギャラ
ンティ型又は帯域保証型との違い、
10GbE対応ルーター、端末側NIC、
LANケーブル、Wi-Fi規格、プロバイ
ダ混雑等の実効速度要因を標準説
明事項とすべきです。極端な低速
時の相談、解約、宅内機器要因と
回線要因の切分け手順も明確化
し、最大速度表示のみで契約判断
を誘導しない説明書面、広告表示、
FAQを整備すべきです。

固定通信では最大10Gbps等の高速性が広告上強く訴求されますが、実効速度は回線だけでなく宅内機器、LAN規格、
端末側ポート、Wi-Fi規格、接続方式、プロバイダ混雑等に左右されます。例えば1GbE機器では物理的上限は概ね
1Gbps、2.5GbE機器では概ね2.5Gbpsであり、10Gbps級利用には10GbE対応機器が必要です。一方、近年は個人でも
ギャランティ型、帯域保証型、SLA等の用語を目にするようになり、料金が高くても安定性を求める需要があります。帯域
保証型が別に存在する以上、ベストエフォート型は保証しないから足りるのではなく、その限界を契約前に理解させる必
要があります。極端な低速でも形式上接続していれば足りるとの運用は、最大速度広告との均衡を欠き、消費者の合理
的選択を妨げます。説明標準化により、不要な上位契約、宅内機器の誤購入、解約紛争、訪問サポートの手戻りを減ら
せます。年間苦情相談69,448件の3％を予防できれば約2,080件の処理負担削減となり、適切な10GbE機器更新等の合
理的投資にもつながります。また、ベストエフォート型と帯域保証型の区別が曖昧なままでは、品質を重視する利用者が
適切な商品を選べず、安価な契約にも高品質を期待する不一致が生じます。料金と品質の選択肢を整理することは、事
業者側の過剰な苦情対応を減らす効果もあります。

個人 総務省
電気通信事業法施行規則において、電気通信事業者は、契約に際して電気通信役務の品質に関する説明
をすることとしています。

電気通信事業法施行
規則

対応不可
ご指摘の　実行速度要因、切り分け手順等について、速度の推定に必要な要素は多岐にわたり、また、実地
の状況に応じた変動も大きいことから、一定の確度を持った情報をあらかじめ示すとことは困難となります。




